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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 第43期より、在外子会社 Shin-Etsu Polymer Mexico, S. A. de C. V.他２社を、また、第46期より、在外子会社Shin-
Etsu Polymer Hungary Kft.を、それぞれ新たに連結の範囲に含めております。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 
３ 第43期より、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定にあたって
は、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の
適用指針」(企業会計基準適用指針第４号)を適用しております。 

４ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第42期は調整計算の結果、１株当たり当期純利益が希薄化しないた
め、記載しておりません。 

５ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

  

回次 第42期 第43期 第44期 第45期 第46期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (百万円) 69,078 71,932 75,653 91,732 97,942

経常利益 (百万円) 2,440 5,518 5,801 7,448 10,531

当期純利益 (百万円) 747 3,357 3,537 4,757 6,798

純資産額 (百万円) 41,391 43,336 45,592 49,517 57,313

総資産額 (百万円) 78,202 78,148 77,531 89,111 96,756

１株当たり純資産額 (円) 507.83 534.86 563.86 613.11 706.06

１株当たり当期純利益 (円) 9.14 40.91 43.37 58.46 83.63

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― 40.89 43.24 58.29 83.05

自己資本比率 (％) 52.9 55.5 58.8 55.6 59.2

自己資本利益率 (％) 1.8 7.9 8.0 10.0 12.7

株価収益率 (倍) 47.3 13.7 14.7 13.6 21.9

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 2,876 8,539 5,526 10,110 10,499

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △4,457 △2,060 △3,189 △6,672 △7,608

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △645 △2,012 △5,824 585 △866

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(百万円) 15,742 20,264 16,861 21,050 23,725

従業員数 (人) 3,873 4,342 4,193 5,625 6,079



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第43期より、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定にあたって

は、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の

適用指針」(企業会計基準適用指針第４号)を適用しております。 

３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第42期は調整計算の結果、１株当たり当期純利益が希薄化しないた

め、記載しておりません。 

４ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

  

回次 第42期 第43期 第44期 第45期 第46期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (百万円) 56,314 59,411 61,725 76,443 75,075

経常利益 (百万円) 1,487 3,402 3,406 3,512 4,060

当期純利益 (百万円) 272 2,055 2,205 2,158 2,567

資本金 (百万円) 11,635 11,635 11,635 11,635 11,635

発行済株式総数 (株) 82,623,376 82,623,376 82,623,376 82,623,376 82,623,376

純資産額 (百万円) 35,120 36,232 37,789 39,175 41,347

総資産額 (百万円) 64,644 64,688 64,745 73,342 68,889

１株当たり純資産額 (円) 430.89 447.11 467.29 484.95 509.25

１株当たり配当額 
(内、１株当たり 
中間配当額) 

(円) 

(円) 

8.00 

(4.00)

8.00

(4.00)

8.00

(4.00)

8.00 

(4.00)

12.00

(6.00)

１株当たり当期純利益 (円) 3.34 24.87 26.88 26.24 31.32

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― 24.86 26.80 26.16 31.10

自己資本比率 (％) 54.3 56.0 58.4 53.4 60.0

自己資本利益率 (％) 0.8 5.8 6.0 5.6 6.4

株価収益率 (倍) 129.3 22.5 23.8 30.3 58.5

配当性向 (％) 239.5 32.2 29.8 30.5 38.3

従業員数 (人) 662 651 639 640 625



２ 【沿革】 

  

  

昭和35年９月 信越化学工業㈱の全額出資により、合成樹脂製品の製造・販売を目的として設立 

昭和36年７月 東京工場(埼玉県さいたま市)操業開始 

昭和41年７月 建設材料等の施工販売部門を分離し、信越ユニット㈱(現・連結子会社)を設立 

昭和44年12月 生産子会社浦和ポリマー㈱(現・連結子会社)を設立 

昭和45年４月 南陽工場(山口県周南市)操業開始 

昭和46年９月 製品の加工等の委託を目的として㈱サンエース(現・連結子会社)を設立 

昭和48年12月 生産子会社しなのポリマー㈱(現・連結子会社)を設立 

昭和49年１月 信越化学工業㈱との共同出資により、生産子会社新潟ポリマー㈱(現・連結子会社)を

設立(昭和58年６月当社全額出資に変更) 

昭和49年10月 旭信産業㈱(平成16年４月信越ファインテック㈱に社名変更、現・連結子会社)に資本

参加し、販売子会社とする 

昭和56年２月 販売子会社Shin-Etsu Polymer America, Inc.(現・連結子会社)を設立 

昭和58年12月 東京証券取引所市場第二部に株式を上場 

昭和60年９月 東京証券取引所市場第一部に銘柄指定 

昭和61年６月 販売子会社(現・生産及び販売子会社)Shin-Etsu Polymer Europe B.V.(現・連結子会

社)を設立 

昭和63年10月 生産子会社Shin-Etsu Polymer(Malaysia)Sdn.Bhd.(現・連結子会社)を設立 

平成元年３月 児玉工場(埼玉県児玉郡神川町)操業開始 

平成５年10月 三菱商事㈱及び呉江汾湖経済発展総公司(現・芦墟鎮集体資産経営公司)との合弁によ

り、生産子会社蘇州信越聚合有限公司(現・連結子会社)を設立 

平成８年７月 生産子会社Shin-Etsu Polymer Mexico, S. A. de C. V.(現・連結子会社)を設立 

平成９年11月 生産子会社P.T. Shin-Etsu Polymer Indonesia(現・連結子会社)を設立 

平成11年１月 販売子会社信越聚合物(上海)有限公司(現・連結子会社)を設立 

平成15年10月 生産子会社Shin-Etsu Polymer Hungary Kft.(現・連結子会社)を設立 



３ 【事業の内容】 

当社グループが営んでいる主な事業内容と事業を構成している信越ポリマー株式会社(以下「当社」という。)、関

係会社及び関連当事者(親会社の子会社)の当該事業における位置付けは、次のとおりであります。 

  

(注) １ 上記の事業区分と事業の種類別セグメント情報における事業区分の内容は同一であります。 

２ 当社は親会社である信越化学工業㈱から、合成樹脂製品の原材料(塩化ビニル樹脂及びシリコーン)を購入し、当社及び子

会社において製造・販売を行っております。また、当社は同社から資金の借入れを行っております。 

３ 当社は製品の一部を親会社の子会社である信越半導体㈱へ販売しております。 

４ 支店として運営してまいりました、香港及びシンガポールの各販売拠点を平成17年７月及び８月にそれぞれ現地法人化

(決算期12月)し、平成18年１月１日から営業活動を開始しております。会社名は、「Shin-Etsu Polymer Hong Kong 

Co.,Ltd.」、「Shin-Etsu Polymer Singapore Pte.Ltd.」といたしました。 

  

事業区分 主要製品 会社名 

電子・機能部材 

関連事業 

キーパッド 

インターコネクター 

OA機器用部品 

シリコーンゴム成形品 

塩ビコンパウンド 

製造・販売 当社 

Shin-Etsu Polymer Europe B. V. 

製造 しなのポリマー㈱ 

㈱サンエース 

Shin-Etsu Polymer 

  (Malaysia)Sdn. Bhd. 

蘇州信越聚合有限公司 

Shin-Etsu Polymer 

  Mexico, S. A. de C. V. 

Shin-Etsu Polymer 

  Hungary Kft. 

販売 信越ファインテック㈱ 

Shin-Etsu Polymer America, Inc. 

信越聚合物(上海)有限公司 

Shin-Etsu Polymer Hong Kong Co., 

Ltd. 

Shin-Etsu Polymer Singapore Pte. 

Ltd. 

包装資材 

関連事業 

半導体関連容器 

キャリアテープ関連製品 

ラップフィルム 

プラスチックシート関連製品 

製造・販売 当社 

製造 浦和ポリマー㈱ 

新潟ポリマー㈱ 

㈱サンエース 

Shin-Etsu Polymer 

  (Malaysia)Sdn.Bhd. 

P.T. Shin-Etsu Polymer Indonesia 

販売 信越ファインテック㈱ 

信越聚合物(上海)有限公司 

Shin-Etsu Polymer Singapore Pte. 

Ltd. 

建設資材・工事 

関連事業他 

塩ビパイプ関連製品 

外装材関連製品 

建築・店舗の設計・施工 

その他 

製造・販売 当社 

設計・施工 信越ユニット㈱ 

販売 信越ファインテック㈱ 

製造他 ㈱サンエース 



前記の企業集団等の状況について事業系統図を示すと次のとおりであります。 

 

  



４ 【関係会社の状況】 
  

名称 住所 
資本金又
は出資金 
(百万円) 

主要な事業
の内容 

議決権の
所有(被所有) 
割合 

役員の兼任等
資金 
援助 
(百万円) 

営業上 
の取引 

設備の
賃貸借
等 所有

割合 
(％) 

被所有
割合 
(％) 

当社
役員 
(人) 

当社
従業員
(人) 

転籍
(人) 

(親会社)                

信越化学工業㈱ 
(注)２ 東京都千代田区 119,419 

各種化学製
品の製造及 
び販売 

―
53.2
(0.1)

１ ― ５
借入金 
6,600 

原材料 
の購入 

土地の
一部賃 
借 

(連結子会社)           

しなのポリマー㈱ 長野県塩尻市 50 電子・機能
部材 100 ― ―

兼任２
出向１ ―

貸付金 
258 

製品の 
購入 

土地・
建物の 
一部賃 
貸 

浦和ポリマー㈱ 埼玉県 
北葛飾郡栗橋町 30 包装資材 100 ― １

兼任１
出向３ ―

貸付金 
471 

製品の 
購入 

土地・
建物の 
一部賃 
貸 

新潟ポリマー㈱ 新潟県糸魚川市 50 包装資材 100 ― １
兼任１
出向１ ―

貸付金 
2,292 

製品の 
購入 なし

㈱サンエース 埼玉県 
さいたま市北区 15 

電子・機能
部材 
包装資材 
建設資材・ 
工事他 

100 ― ―
兼任３
出向１ ― ― 製品の 

加工等 

土地・
建物の 
一部賃 
貸 

信越ファインテック㈱ 
(注)３ 
(注)５ 

東京都中央区 310 

電子・機能
部材 
包装資材 
建設資材・ 
工事他 

100 ― ―
兼任１
出向２ １ ― 製品の 

販売 なし

信越ユニット㈱ 東京都中央区 70 建設資材・
工事他 100 ― ― 兼任１ １

貸付金 
587 

補修工 
事他 

建物の
一部 
賃貸 

Shin-Etsu Polymer 
America, Inc. 

米国 
カリフォルニア州 
ニューアーク市 

千US＄ 

7,000 
電子・機能
部材 100 ― １ 出向２ ―

貸付金 
112 

製品の 
販売 なし

Shin-Etsu Polymer 
(Malaysia)Sdn. Bhd. 

(注)３ 

マレーシア国 
クアラルンプル市 

千M＄ 

41,500 

電子・機能
部材 
包装資材 

100 ― ２ 出向３ ― ― 

原材料 
の支給 
製品の 
購入 

なし

Shin-Etsu Polymer 
Europe B.V.   (注)３ 
        (注)６ 

オランダ国 
フェンロ市 

千 EUR 

3,640 
電子・機能
部材 100 ― １ 出向２ ― ― 製品の 

販売 なし

蘇州信越聚合有限公司 
(注)３ 中国江蘇省呉江市

千US＄ 

11,500 

電子・機能
部材 71.4 ― １

兼任２
出向１ ―

貸付金 
556 

原材料 
の支給 
製品の 
購入 

なし

Shin-Etsu Polymer 
Mexico, S. A. de C. V. 

メキシコ国 
タマウリパス州 
レイノサ市 

千ペソ 

36,000 
電子・機能
部材 

100
(99.0)

― １
兼任２
出向１ ― ― ― なし

P.T. Shin-Etsu Polymer 
Indonesia 

インドネシア国 
西ジャワ州 
カラワン市 

千US＄ 

5,000 
包装資材

100
(0.6)

― １
出向１
兼任３ ―

貸付金 
223 

原材料 
の支給 
製品の 
購入 

なし

信越聚合物(上海) 
有限公司 中国上海市 

千US＄ 

300 

電子・機能
部材 
包装資材 

100 ― １
兼任２
出向２ ― ― 製品の 

販売 なし

Shin-Etsu Polymer 
Hungary Kft. 

ハンガリー国 
ギョール市 

千フォリ
ント 

700,000 

電子・機能
部材 

100
(70.0)

― ３ 兼任２ ― ― ― なし



(注) １ 主要な事業の内容は、連結子会社については事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ 有価証券報告書の提出会社であります。 

３ 特定子会社であります。 

４ 議決権の所有(被所有)割合の( )内は、間接所有(被所有)割合で内数であります。 

５ 信越ファインテック㈱については、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める割合が10％を超え

ております。 

なお、同社は平成17年５月、利益剰余金の資本組入れ220百万円を行ない、資本金は310百万円となりました。 

６ Shin-Etsu Polymer Europe B.V.については、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める割合が

10％を超えておりますが、所在地別セグメント情報の「欧州」における売上高に占める同社の売上高(セグメント間の内

部売上高又は振替高を含む)の割合が90％を超えておりますので、主要な損益情報等の記載を省略しております。 

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年３月31日現在 

(注) 従業員数は就業人員数であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員数であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

特記すべき事項はありません。 

  

主要な損益情報等 (1) 売上高 15,926百万円

  (2) 経常利益 238百万円

  (3) 当期純利益 110百万円

  (4) 純資産額 2,599百万円

  (5) 総資産額 8,070百万円

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

電子・機能部材関連事業 5,099 

包装資材関連事業 594 

建設資材・工事関連事業他 176 

全社(共通) 210 

合計 6,079 

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円) 

625 42.8 18.7 6,803 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度における当社グループ(当社及び連結子会社)の関連市場につきましては、電子・機能部材関連分

野では世界的に携帯電話が引き続き大幅に伸長し、また、電子部品用包装資材関連分野も総じて好調に推移しまし

た。一般包装資材関連分野では包装形態の変化などにより依然、需要が低調で、また、建設資材・工事関連分野で

も公共投資の縮小などが続きました。 

このような背景のもとで、当社グループは、伸びる市場における成長事業の強化・拡充に努めるとともに、経営

構造改革プロジェクトに取り組み、生産、販売、購買の各分野での業務改革を進め、統合業務システム「SMaRT」を

国内で本格稼動させました。 

国外では、市場対応力の強化及び業務効率の向上などグローバルな販売体制をさらに強固に推進するため、シン

ガポール支店及び香港支店を現地法人化し、販売子会社として再編しました。 

その結果、当連結会計年度の業績は、売上高979億42百万円(前期比62億10百万円、6.8％増)、経常利益105億31百

万円(前期比30億83百万円、41.4％増)、当期純利益67億98百万円(前期比20億41百万円、42.9％増)と、増収増益と

なりました。 

  

事業の種類別セグメントの業績概況 

① 電子・機能部材関連事業につきましては、キーパッドは、海外携帯電話や自動車電装部品向けが伸長し、売上

げは大幅に増加しました。インターコネクターは、半導体用途を中心に新規市場の開拓に注力しましたが、液晶

用途向けが低調に推移し、全体として売上げは減少しました。OA機器用部品は、プリンターのカラー化への対応

による受注増加などにより、売上げは増加しました。シリコーンゴム成形品は、電子部品や医療部品関連が伸長

しましたが、全体としては、売上げは前期並みとなりました。塩ビコンパウンドは、汎用材が減少しましたが、

高機能電線材などが引き続き伸長し、売上げは増加しました。その結果、売上高579億62百万円(前期比62億79百

万円、12.2％増)、営業利益84億33百万円(前期比13億68百万円、19.4％増)となりました。 

② 包装資材関連事業につきましては、半導体関連容器は、半導体業界の順調な回復により、300mm、200mmのウエ

ーハケースがともに伸び、売上げは増加しました。キャリアテープ関連製品は、電子部品業界及び半導体業界が

活況を呈し、売上げは増加しました。ラップフィルムは、主力の塩ビストレッチフィルムの需要減少が緩やかに

なったこととラップ関連製品の拡販により、売上げは前期を上回りました。プラスチックシート関連製品は、CD

＆DVDパッケージが伸長し、売上げは増加しました。一方、塩ビストレッチフィルム及びプラスチックシート関連

製品では資材値上がりの影響を受け収益を圧迫しました。その結果、売上高257億１百万円(前期比12億94百万

円、5.3％増)、営業利益22億62百万円(前期比66百万円、2.8％減)となりました。 



③ 建設資材・工事関連事業他につきましては、塩ビパイプ関連製品は、公共投資の縮小などの影響を受け、外装

材関連製品は、前期の災害復旧需要の反動などもあって、ともに低迷し、売上げは減少しました。一方、塩ビパ

イプ関連製品及び外装材関連製品では資材値上がりの影響を受け収益を圧迫しました。工事関連事業は、店舗の

新築・改装や病院の改装が増え、売上げは増加しました。その結果、売上高142億78百万円(前期比13億64百万

円、8.7％減)、営業損失１億76百万円(前期比７億69百万円の減益)となりました。 

  

所在地別セグメントの業績概況 

① 日本につきましては、包装資材関連事業は半導体関連包装資材が好調に推移しましたが、電子・機能部材関連

事業及び建設資材・工事関連事業が伸び悩みました。また、一般包装資材関連分野及び建設資材・工事関連分野

における資材値上がりの影響もあり、売上高583億88百万円(前期比15億76百万円、2.6％減)、営業利益15億44百

万円(前期比20億88百万円、57.5％減)となりました。 

② アジアにつきましては、電子・機能部材関連事業が堅調に推移しましたが、欧州子会社への売上が大幅に増加

したこと、また、香港・シンガポール支店を現地法人化したことにより、売上高139億47百万円(前期比38億31百

万円、21.5％減)、営業利益55億34百万円(前期比７億18百万円、14.9％増)となりました。 

③ 欧州につきましては、電子・機能部材関連事業における携帯電話・車載電装品市場の大幅な伸長により、売上

高173億60百万円(前期比90億41百万円、108.7％増)、営業利益25億40百万円(前期比17億82百万円、235.1％増)と

なりました。 

④ 北米につきましては、米国での好調な景気を背景に電子・機能部材関連事業において携帯電話・車載電装品市

場が堅調に推移し、売上高82億46百万円(前期比25億76百万円、45.4％増)、営業利益10億96百万円(前期比２億66

百万円、32.0％増)となりました。 

  

(2) キャッシュ・フロー 

当連結会計年度末における連結ベースの現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前連結会計年度末より

26億74百万円増加し、237億25百万円となりました。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度における営業活動による資金の増加額は、104億99百万円(前期比３億89百万円の収入増)となりま

した。これは主に、税金等調整前当期純利益100億94百万円及び減価償却費49億15百万円の計上による増加と法人税

等の支払48億28百万円によるものであります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度における投資活動による資金の減少額は、当社及び生産子会社における有形固定資産の取得によ

る支出93億９百万円等により、76億８百万円(前期比９億35百万円の支出増)となりました。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度における財務活動による資金の減少額は、８億66百万円(前期比14億51百万円の支出増)となりま

した。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 金額は、販売価格によって算出しており、セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２ 金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注状況 

受注生産は建設資材・工事関連事業他の一部においてのみ行っており、受注状況は、次のとおりであります。 

  

(注) 金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

(注) １ セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２ 金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 総販売実績に対する割合が10％以上に該当する販売先はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前期比(％) 

電子・機能部材関連事業 53,508 113.2 

包装資材関連事業 18,547 97.8 

建設資材・工事関連事業他 9,645 95.3 

合計 81,701 107.0 

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 前期比(％) 受注残高(百万円) 前期比(％)

建設資材・工事関連事業他 5,881 102.5 926 86.4

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前期比(％) 

電子・機能部材関連事業 57,962 112.2 

包装資材関連事業 25,701 105.3 

建設資材・工事関連事業他 14,278 91.3 

合計 97,942 106.8 



３ 【対処すべき課題】 

今後の当社グループ(当社及び連結子会社)を取り巻く経営環境につきましては、世界経済の着実な回復傾向のなか

で、日本経済全体としては民間需要に支えられた景気回復が続くものと期待されますが、原油価格や為替・金利の動

向などに懸念材料もみられます。 

このような状況のなかで、当社グループは、以下の諸施策を進め、グループ企業全体の企業価値の向上に努めてま

いります。 

1) 市場の変化に敏速に対応できる態勢を構築し、変化の激しい経営環境の中にあっても収益を確保できる基盤作り

をグループ挙げて行うとともに、成長分野への重点投資、コア事業の強化を行ってまいります。 

2) 情報・通信分野では、グローバル市場における優位性を更に強化するため、顧客第一主義に徹した新製品開発の

強化、生産構造改革によるコスト競争力の強化を推進してまいります。 

3) 汎用製品におきましても、安定した収益事業にするため、徹底したコスト低減と技術革新により、事業体質の改

善・強化を図ってまいります。 

4) 「コストハーフ計画」や「シックスシグマ活動」などの改善活動による経営品質の向上を図るとともに、資源の

リサイクル、省エネルギー、化学物質管理など環境保全にも積極的に取り組んでまいります。 

5) グローバル運営を効果的に実現するため、引き続き、世界各拠点の経営データを一元的に連動させる全拠点共通

の統合業務システムの国外展開を進めてまいります。 

  



４ 【事業等のリスク】 

当社グループ(当社及び連結子会社)の事業等に関する主要なリスクとしては、以下のようなものが考えられます。 

但し、業績に影響を与えうる要素は、これらに限定されるものではありません。 

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。 

1) 国際的な経済状況の影響について 

当社グループの製品の需要は世界に広がっており、当社グループが製品を販売している国又は地域の経済状態の

影響を受けます。また国際社会情勢の急激な変化により、生産、仕入れ及び販売等に支障が生じ、当社グループの

業績が影響を受ける可能性があります。 

2) 海外事業と為替の変動について 

当社グループの海外事業では、アジア、北米、欧州等の地域において製品の生産及び販売を行っておりますが、

各地域における売上、費用及び資産等の現地通貨建ての項目は連結財務諸表の作成時に円貨に換算されるため、換

算時の為替レートにより評価価値が変動し、結果として当社グループの財政状態及び業績に影響する可能性があり

ます。 

3) カントリーリスクについて 

当社グループでは、日本国内の他アジア、北米、欧州等で事業活動を行っております。これらの海外拠点では、

政治的及び社会的なリスクが存在し、これらが顕在化した場合には当社グループの事業活動に支障が生じ、当社グ

ループの業績及び将来計画に影響する可能性があります。 

4) 原料仕入れ価格の変動について 

当社グループが生産及び販売している製品の多くは、その主原料として石油化学製品を使用しておりますが、原

油価格の大幅な価格変動が、原材料価格の動向に影響を及ぼす傾向にあるため、国際石油市場の著しい変動によっ

て、当社グループの業績が影響を受ける可能性があります。 

5) 天然災害について 

当社グループでは、一部の製品を専門工場において集中生産しております。このため地震、洪水等の自然災害が

発生した場合、一部の製品の生産に支障が出る可能性があります。このような不慮の災害に対応するため、生産拠

点の国際化、複数化等の対策を進めておりますが、かかる自然災害が発生した場合には、当社グループの業績に影

響する可能性があります。 

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

<当社> 

(1) 営業譲渡契約 

当社は、平成17年12月31日にShin-Etsu  Polymer  Singapore  Pte.Ltd.及びShin-Etsu  Polymer  Hong  Kong 

Co.,Ltd.と「営業譲渡契約」を締結し、平成18年１月１月に現物出資による営業の一部譲渡を行いました。この

「営業譲渡契約」は平成17年６月29日の定時株主総会の承認を得ております。 

その主な内容は、次のとおりであります。 

① 営業譲渡の目的 

当社では、これまで、シンガポールと香港に海外支店を置き、当該地域の営業活動を行なってまいりました

が、企業集団として、連結利益の一層の向上、市場対応力の強化及び業務効率の向上など、より強固なグローバ

ル体制を構築するため両支店を現地法人化し、現物出資による営業の一部譲渡を行ったものであります。 

② 現物出資により譲渡された財産の内訳 

  

     (注) 譲渡された財産の金額は平成17年12月31日現在の帳簿価額です。 

  

③ 営業に係る取引先の引継ぎ 

両支店の営業に係る販売先・仕入先等はすべて譲受会社に引き継ぎましたが、平成17年12月31日現在の債権・

債務については、全て当社に帰属するものとし、譲受会社には引き継いでおりません。 

④ 従業員の移籍 

平成17年12月31日現在で在籍しておりました従業員(シンガポール支店13名、香港支店13名)は、平成18年１月

１日をもってそれぞれの譲受会社に移籍いたしました。 

項目 シンガポール支店 香港支店

たな卸資産 457百万円 139百万円

固定資産 

 有形固定資産 11 72

 無形固定資産 0 ―

 投資その他の資産 3 7

合計 473百万円 219百万円



⑤ 譲受会社の概要 

1) シンガポール 

2) 香港 

  

商 号：Shin-Etsu Polymer Singapore Pte.Ltd. 

本店所在地：4 Shenton Way, #10-02 SGX Centre 2, Singapore 

設 立 日：平成17年８月１日 

資 本 金：6,682千シンガポールドル 

株 主：当社100％ 

事 業 目 的：電子・機能部材、包装資材及び建設資材の購入・販売・製造及び輸出入並びに

原材料の購入・販売及び輸出入 

 その他付帯する事業 

決 算 期：12月31日 

商 号：Shin-Etsu Polymer Hong Kong Co.,Ltd. 

本店所在地

  

：Suite 1602, 16/F, Tower 6, China Hong Kong City, 33 Canton Road,  

 Tsim Sha Tsui, Kowloon, Hong Kong 

設 立 日：平成17年７月26日 

資 本 金：14,414千香港ドル 

株 主：当社100％ 

事 業 目 的

  

  

：電子・機能部材、包装資材及び建設資材の購入・販売・製造及び輸出入並びに

原材料の購入・販売及び輸出入 

 その他付帯する事業 

決 算 期：12月31日 



(2) 生産受委託契約 

  

  

(3) 合弁事業契約 

  

  

<連結子会社> 

該当事項はありません。 

  

６ 【研究開発活動】 

当社グループ(当社及び連結子会社)の研究開発についての基本方針といたしましては、「技術指向集団」として、

当社を中心に連結各社が連携し、グループが一体となったスピーディな運営を行うことにより、新たなる事業の柱と

なる開発製品を継続的に生み出すことで、事業基盤を強化していくことであります。 

研究開発体制としては、社長直轄の「研究開発センター」を設けております。研究開発センターはセンター運営と

全社横断的な連携の窓口となる「センター室」、開発テーマ毎に事業部技術開発部門と連携したプロジェクトチーム

体制を敷き、素材加工メーカーとして他社に真似のできない独創的な製品の提案をする「研究開発グループ」、新規

市場の探索と掘り起こしを行い、顧客と研究開発部門との窓口となる「マーケティングチーム」及び開発品の戦略的

知的財産活動の窓口となる「知的財産グループ」により組織されております。 

なお、当連結会計年度における研究開発費の総額は24億50百万円であり、主に基礎的研究開発及び電子・機能部材

関連事業に関わるものであります。 

  

相手先 契約年月日 内容 契約期間 

三菱樹脂株式会社 
(日本) 

平成15年10月１日 
硬質塩化ビニル管及びその関連部品の生

産受委託の契約 
平成20年３月31日まで

相手先 契約年月日 内容

三菱商事株式会社 

(日本) 

芦墟鎮集体資産経営公司 

(中国) 

平成５年９月27日 中国におけるシリコーンゴム成形品の製造・販売会社として蘇州

信越聚合有限公司を合弁にて設立し運営する旨の契約。 

なお、蘇州信越聚合有限公司に対する出資比率は以下のとおりで

あります。 

当社 83.6％ 

三菱商事㈱ 15.0％ 

芦墟鎮集体資産経営公司 1.4％ 



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が判断したもので

あります。 

  

(1) 重要な会計方針及び見積り 

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。この連結財務諸表の作成にあたっては、決算日における財政状態、経営成績に影響を与えるような見積

り・予測を必要としており、過去の実績値や状況を踏まえ合理的と判断される前提に基づき、継続的に見積り・予

測をしております。 

  

(2) 当連結会計年度の経営成績の分析 

(売上高) 

当連結会計年度の売上高は、前連結会計年度に比べ62億10百万円(6.8％)増加し、979億42百万円と過去最高とな

りました。国内売上については、前連結会計年度に比べ5.6％減少し、543億27百万円となりました。海外売上につ

いては、アジア向けは減少したものの、北米及び欧州向けが大幅に伸長した結果、海外売上全体では前連結会計年

度に比べ27.7％増加し、436億15百万円となりました。 

(売上原価、販売費及び一般管理費) 

当連結会計年度の売上原価は、売上高の増加に伴い、前連結会計年度に比べ48億60百万円(7.3％)増加し、718億

83百万円となりました。売上高に対する売上原価の比率は0.3％上昇し、73.4％となりました。 

販売費及び一般管理費は、主に業務改革プロジェクト費用の減少による一般管理費の減少により、前連結会計年

度に比べ10億72百万円(6.2％)減少し、162億70百万円となりました。 

(営業利益) 

以上の結果、当連結会計年度の営業利益は、前連結会計年度に比べ24億22百万円(32.9％)増加し、97億88百万円

と過去最高となりました。 

(営業外損益) 

当連結会計年度の営業外損益の純額は、為替差益及び受取利息の増加などにより、前連結会計年度の82百万円の

利益から、７億43百万円の利益となりました。 

(特別損益) 

当連結会計年度の特別損益の純額は、固定資産除却損の減少などにより、前連結会計年度の４億94百万円の損失

から、４億37百万円の損失となりました。 

(税金等調整前当期純利益) 

以上の結果、税金等調整前当期純利益は、前連結会計年度に比べ31億40百万円(45.2％)増加し、100億94百万円と

なりました。 

(法人税等) 

当連結会計年度の税効果会計適用後の法人税等は、前連結会計年度に比べ10億47百万円増加し、32億15百万円と

なりました。なお、当連結会計年度の税効果会計適用後の法人税等の負担率は、前連結会計年度に比べ0.7％高くな

り、31.9％となりました。 



(当期純利益) 

以上の結果、当期純利益は、前連結会計年度に比べ20億41百万円(42.9％)増加し、67億98百万円と過去最高とな

りました。 

  

(3) 経営成績に重要な影響を与える要因について 

当社グループは、日本国内のほか、アジア、北米、欧州等で広く事業を展開し、これらの地域で製品の生産及び

販売を行っているため、国際情勢の変化や為替の動向、さらにはカントリーリスクの顕在化等により、当社グルー

プの財政状態及び経営成績が重要な影響を受ける可能性があります。また、当社グループが生産する製品は、その

主原料として石油化学製品を多く使用しているため、原油価格の変動が当社グループの経営成績に影響する可能性

があります。さらには、自然災害の発生により、一部の製品の生産に支障が出た場合には、当社グループの経営成

績が影響を受ける可能性があります。 

これらにつきましては、「４[事業等のリスク]」に記載しておりますので、合わせてご参照下さい。 

  

(4) 資本の財源及び資金の流動性についての分析 

(キャッシュ・フロー) 

当社グループの資金状況は、営業活動によるキャッシュ・フローでは、法人税等の支払額が増加したものの、こ

れを税金等調整前当期純利益及び減価償却費の増加額が上回ったこと等により、前連結会計年度より３億89百万円

多い104億99百万円の資金の増加となりました。投資活動によるキャッシュ・フローでは、当社及び生産子会社にお

ける有形固定資産の取得による支出の増加等により、前連結会計年度より９億35百万円多い76億８百万円の資金の

減少となりました。財務活動によるキャッシュ・フローでは、前連結会計年度は５億85百万円の資金の増加でした

が、当連結会計年度は、借入金の返済を進めたこと等により、８億66百万円の資金の減少となりました。 

これらの結果、現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度より26億74百万円増加し、237億25百万円となりま

した。 

(資金需要及び資金政策) 

当社グループの運転資金需要のうち主なものは、製品製造のための原材料及び部品の購入のほか、人件費、物流

費、研究開発費等を中心とする製造費、販売費及び一般管理費等の営業費用の支出によるものであります。また設

備資金需要のうち主なものは、製品製造のための生産設備の新設・拡充及び改修等のためのものであります。 

これらの資金需要に対しましては、自己資金のほか、運転資金については短期借入金による資金調達を、設備資

金については長期借入金による資金調達を基本として対応しております。また、借入れについては信越グループの

資金効率化のため、主として、親会社である信越化学工業㈱からの借入れとしております。 



(5) 経営者の問題意識と今後の方針について 

今後の経営環境につきましては、世界経済の着実な回復傾向のなかで、日本経済は全体としては民間需要に支え

られた景気回復が続くものと期待されますが、原油価格の高止まりや金利の上昇傾向など一部に懸念材料もみられ

ます。 

このような状況のなかで、当社グループでは、市場の変化に敏速に対応できる態勢を構築し、厳しい環境下にあ

っても収益を確保できる強固な経営体質の確率を図り、グループ企業全体の企業価値の向上に努めるとともに、さ

まざまな社会経済状況の変化に柔軟かつ迅速に対応できる企業体質作りを図ってまいる所存であります。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当社グループ(当社及び連結子会社)では、長期的に成長が期待できる製品分野に重点を置き、合わせて省力化、合

理化のための投資を行っており、当連結会計年度は全体で56億８百万円の設備投資を実施しました。主な内訳は、電

子・機能部材関連事業39億87百万円、包装資材関連事業７億93百万円、建設資材・工事関連事業他２億49百万円であ

ります。 

なお、当社は、平成12年６月に東京工場土地を対象とした不動産の信託を行い、その信託受益権を匿名組合に譲渡

するとともに、当該不動産につき信託受託者から賃借しておりましたが、平成17年６月をもって当該信託契約及び対

象物件の賃借契約を終了するとともに、その信託受益権を39億14百万円で買戻し、当該土地の所有権を回復しており

ます。 

  



２ 【主要な設備の状況】 

当社グループ(当社及び連結子会社)における主要な設備は、以下のとおりであります。 

(1) 提出会社 
平成18年３月31日現在 

  

(2) 国内子会社 
平成18年３月31日現在 

  

(3) 在外子会社 
平成18年３月31日現在 

(注) １ 提出会社が所有している土地及び建物のうち国内子会社に貸与しているものについては、提出会社からは除き、それぞれ

の子会社に含めて記載しております。 

２ この他土地34千㎡を賃借しております。(年間賃借料53百万円) 

３ この他土地 1千㎡を賃借しております。(年間賃借料３百万円) 

４ この他土地49千㎡を土地使用権として取得し、使用しております。(帳簿価額49百万円) 

５ 帳簿価額のうち「その他」は、工具器具及び備品並びに建設仮勘定の合計であります。 

６ 金額には消費税等は含まれておりません。 

７ 現在休止中の主要な設備はありません。 

  

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメント 
の名称 

帳簿価額(百万円) 従業
員数 
(人) 建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計 

東京工場 
(埼玉県 
さいたま市北区) 

(注)１ 

電子・機能部材 
包装資材 
建設資材・工事他 

1,609 1,277
3,914
(76)

566 7,366 233

南陽工場 
(山口県周南市) 

(注)２ 
建設資材・工事他 321 171 ― 47 539 17

児玉工場 
(埼玉県児玉郡 
神川町) 

電子・機能部材 1,356 1,428
549
(21)

356 3,690 174

会社名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメント 
の名称 

帳簿価額(百万円) 従業
員数 
(人) 建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計 

しなのポリマー㈱ 
(長野県塩尻市他) 

(注)１(注)３ 
電子・機能部材 760 559

685
(26)

123 2,129 171

新潟ポリマー㈱ 
(新潟県糸魚川市) 

包装資材 1,413 656
316
(19)

714 3,100 161

浦和ポリマー㈱ 
(埼玉県 
北葛飾郡栗橋町他) 

(注)１ 

包装資材 445 375
224
(4)

154 1,199 74

会社名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメント 
の名称 

帳簿価額(百万円) 従業
員数 
(人) 建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計 

Shin-Etsu Polymer 
(Malaysia)  Sdn. 
Bhd. 
(マレーシア国 
セランゴール州) 

電子・機能部材 
包装資材 

2,055 705
348
(59)

255 3,365 2,208

蘇州信越聚合有限公
司 
(中国江蘇省) 

(注)４ 

電子・機能部材 1,032 1,318 ― 310 2,661 1,445



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

当社グループ(当社及び連結子会社)の設備投資計画につきましては、グループ全体としての生産計画、需要予測、

利益に対する投資割合等を勘案し、当社が中心となり計画策定を行っております。 

当連結会計年度後１年間の設備投資計画(新設・拡充・改修等)の総額は、55億円であり、電子・機能部材関連事業

への投資35億円、包装資材関連事業への投資15億円が主なものであります。 

所要資金は、自己資金と借入金を予定しておりますが、それぞれの金額はまだ確定しておりません。 

なお、経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

当社は、平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき新株予約権を発行しております。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 320,000,000

計 320,000,000

種類 
事業年度末現在発行数(株) 
(平成18年３月31日) 

提出日現在発行数(株)
(平成18年６月29日) 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 82,623,376 82,623,376
東京証券取引所
市場第一部 

― 

計 82,623,376 82,623,376 ― ― 

株主総会の特別決議日(平成14年６月27日)

  
事業年度末現在
(平成18年３月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日) 

新株予約権の数(個) 35 30

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 35,000 30,000

新株予約権の行使時の払込金額(円) 465 同左

新株予約権の行使期間 
平成14年10月１日
    ～平成19年９月30日 

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格 465
資本組入額 233

同左

新株予約権の行使の条件 

権利を付与された者は、当社
の取締役又は使用人たる地位
を失った後も、これを行使す
ることができる。また、権利
を付与された者が死亡した場
合は、相続人がこれを行使す
ることができる。ただし、い
ずれの場合にも当社と付与対
象者との間で締結する契約に
定める条件による。 

同左

新株予約権の譲渡に関する事項 

権利を付与された者は、付与
された権利を第三者に譲渡、
質入れその他の処分をするこ
とができない。 

同左



  

  

  

株主総会の特別決議日(平成15年６月27日)

  
事業年度末現在
(平成18年３月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日) 

新株予約権の数(個) 183 163

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 183,000 163,000

新株予約権の行使時の払込金額(円) 613 同左

新株予約権の行使期間 
平成15年12月１日
    ～平成20年11月30日 

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格 613
資本組入額 307

同左

新株予約権の行使の条件 

権利を付与された者は、当社
の取締役又は使用人たる地位
を失った後も、これを行使す
ることができる。また、権利
を付与された者が死亡した場
合は、相続人がこれを行使す
ることができる。ただし、い
ずれの場合にも当社と付与対
象者との間で締結する契約に
定める条件による。 

同左

新株予約権の譲渡に関する事項 

権利を付与された者は、付与
された権利を第三者に譲渡、
質入れその他の処分をするこ
とができない。 

同左

株主総会の特別決議日(平成16年６月29日)

  
事業年度末現在
(平成18年３月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日) 

新株予約権の数(個) 410 410

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 410,000 410,000

新株予約権の行使時の払込金額(円) 663 同左

新株予約権の行使期間 
平成16年12月１日
    ～平成21年11月30日 

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格 663
資本組入額 332

同左

新株予約権の行使の条件 

権利を付与された者は、当社
の取締役又は使用人たる地位
を失った後も、これを行使す
ることができる。また、権利
を付与された者が死亡した場
合は、相続人がこれを行使す
ることができる。ただし、い
ずれの場合にも当社と付与対
象者との間で締結する契約に
定める条件による。 

同左

新株予約権の譲渡に関する事項 

権利を付与された者は、付与
された権利を第三者に譲渡、
質入れその他の処分をするこ
とができない。 

同左



  

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注) 転換社債の転換による増加であります。 

  

(4) 【所有者別状況】 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 自己株式1,498,996株は、「個人その他」の欄に14,989単元、「単元未満株式の状況」の欄に96株含まれております。 

２ 上記「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が31単元含まれております。 

株主総会の特別決議日(平成17年６月29日)

  
事業年度末現在
(平成18年３月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日) 

新株予約権の数(個) 400 400

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 400,000 400,000

新株予約権の行使時の払込金額(円) 937 同左

新株予約権の行使期間 
平成17年12月１日
    ～平成22年11月30日 

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格 937
資本組入額 469

同左

新株予約権の行使の条件 

権利を付与された者は、当社
の取締役、使用人又は関係会
社の取締役の地位を失った後
も、これを行使することがで
きる。また、権利を付与され
た者が死亡した場合は、相続
人がこれを行使することがで
きる。ただし、いずれの場合
にも当社と付与対象者との間
で締結する契約に定める条件
による。 

同左

新株予約権の譲渡に関する事項 

権利を付与された者は、付与
された権利を第三者に譲渡、
質入れその他の処分をするこ
とができない。 

同左

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成10年４月１日 
から 

平成11年３月31日(注) 
822 82,623 223 11,635 221 10,469

区分 

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等
個人
その他 

計 

個人以外 個人

株主数 
(人) 

― 57 24 123 80 2 6,605 6,891 ―

所有株式数 
(単元) 

― 158,929 3,123 447,237 100,956 30 115,059 825,334 89,976

所有株式数 
の割合(％) 

― 19.26 0.38 54.19 12.23 0.00 13.94 100.00 ―



(5) 【大株主の状況】 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社、日本マスタートラスト信託銀行株式会社、資産管理サービス信託銀行株式

会社の所有株式数は、信託業務に係るものであります。 

２ バークレイズ・グローバル・インベスターズ信託銀行株式会社から平成17年10月14日付で、「大量保有変更報告書」の提

出があり、平成17年９月30日現在で以下の株式を共同保有している旨の報告を受けましたが、当社として当期末現在にお

ける実質所有状況の確認ができないので上記表には含めておりません。 

保有株式数 3,151千株、株式保有割合3.81％ 

３ モルガン・スタンレー証券株式会社から平成18年４月７日付で、「大量保有変更報告書」の提出があり、平成18年３月31

日現在で以下の株式を共同保有している旨の報告を受けましたが、当社として当期末現在における実質所有状況の確認が

できないので上記表には含めておりません。 

   保有株式数 5,019千株、株式保有割合6.07％ 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

信越化学工業株式会社 東京都千代田区大手町二丁目６番１号 42,986 52.02

日本トラスティ・サービス信託 
銀行株式会社(信託口) 

東京都中央区晴海一丁目８番11号 4,833 5.85

日本マスタートラスト信託銀行 
株式会社(信託口) 

東京都港区浜松町二丁目11番３号 3,043 3.68

信越ポリマー株式会社 東京都中央区日本橋本町四丁目３番５号 1,498 1.81

ザ チェース マンハッタン  
バンク エヌエイ ロンドン 
エス エル オムニバス  
アカウント 
(常任代理人 株式会社みずほ
コーポレート銀行兜町証券決済
業務室) 

ウールゲートハウス、
コールマンストリート、 
ロンドンEC2P 2HD、英国 
(東京都中央区日本橋兜町６番７号) 

1,171 1.41

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 960 1.16

資産管理サービス信託銀行 
株式会社(証券投資信託口) 

東京都中央区晴海一丁目８番12号 896 1.08

シティバンク ホンコン 
エス／エイ ファンド115 
(常任代理人 シティバンク， 
エヌ・エイ 東京支店) 

ミニストリィーズ コンプレックス－
ブロック NO.3,13001 サファト, 
クエイト 
(東京都品川区東品川二丁目３番14号) 

796 0.96

マツチ 
(常任代理人 株式会社三菱東
京UFJ銀行) 

P.0.BOX 3600 
アブダビ アラブ首長国連邦 
(東京都千代田区丸の内二丁目７番１号) 

715 0.86

ザ バンク オブ ニューヨーク 
ジャスディック トリーティー 
アカウント 
(常任代理人 株式会社みずほ
コーポレート銀行兜町証券決済
業務室) 

アベニュー ド アーツ35
クンストラーン、1040 
ブリュッセル、ベルギー 
(東京都中央区日本橋兜町６番７号) 

598 0.72

計 ― 57,500 69.59



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 
平成18年３月31日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が3,100株(議決権31個)含まれておりま

す。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式96株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 
平成18年３月31日現在 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 1,498,900 ― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 81,034,500 810,345 ― 

単元未満株式 普通株式 89,976 ― １単元(100株)未満の株式 

発行済株式総数 82,623,376 ― ― 

総株主の議決権 ― 810,345 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

信越ポリマー株式会社 
東京都中央区日本橋本町
四丁目３番５号 

1,498,900 ― 1,498,900 1.8

計 ― 1,498,900 ― 1,498,900 1.8



(7) 【ストックオプション制度の内容】 
  

(注) 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づくストックオプション制度であります。 

  

(注) 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づくストックオプション制度であります。 

  

(注) 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づくストックオプション制度であります。 

  

(注) 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づくストックオプション制度であります。 

  

決議年月日 平成14年６月27日

付与対象者の区分及び人数(名) 
当社取締役 10
当社使用人 16 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

新株予約権の目的となる株式の数
(株) 

同上 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

決議年月日 平成15年６月27日

付与対象者の区分及び人数(名) 
当社取締役 10
当社使用人 15 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

新株予約権の目的となる株式の数
(株) 

同上 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

決議年月日 平成16年６月29日

付与対象者の区分及び人数(名) 
当社取締役 10
当社使用人 15 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

新株予約権の目的となる株式の数
(株) 

同上 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

決議年月日 平成17年６月29日

付与対象者の区分及び人数(名) 

当社取締役      10
当社使用人       13 
当社国内関係会社取締役 4 
当社海外関係会社取締役 4 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

新株予約権の目的となる株式の数
(株) 

同上 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 



  

(注) １ 会社法第361条第１項の規定に基づき、取締役のストックオプション報酬額の設定及びストックオプションとして当社取

締役に対し、新株予約権を発行することを平成18年６月29日開催の定時株主総会において決議したものであります。 

２ 当社が、当社普通株式につき、株式分割(株式無償割当てを含む。以下、株式分割の記載につき同じ。)、株式併合又は資

本の減少等を行うことにより、株式数の調整をすることが適切な場合は、必要と認める調整を行うものとします。 

３ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権を行使することにより交付を受けることができる株式１

株当たりの払込金額(以下、「行使価額」という。)に付与株式数を乗じた金額とします。 

  行使価額は、新株予約権を割り当てる日(以下、「割当日」という。)の属する月の前月の各日(取引が成立しない日を除

く。)の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値(以下、「終値」という。)の平均値に1.025を乗じた金額

(１円未満の端数は切り上げる。)又は割当日の終値(当日に終値がない場合は、それに先立つ直近日の終値)のいずれか高

い金額とします。 

  なお、割当日後、当社が当社普通株式につき、株式分割又は株式併合を行う場合、時価を下回る価額で新株式の発行又は

自己株式の処分を行う場合(会社法第194条の規定(単元未満株主による単元未満株式売渡請求)に基づく自己株式の売渡

し、当社普通株式に転換される証券若しくは転換できる証券又は当社普通株式の交付を請求できる新株予約権(新株予約

権付社債に付されたものを含む。)の転換又は行使による場合を除く。)又は資本の減少を行う場合等、行使価額の調整を

することが適切な場合は、当社は必要と認める調整を行うものとします。 

４ 新株予約権の行使の条件は、この有価証券報告書提出日以降に開催される当社取締役会決議をもって決定します。 

  

(注) １ 会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき、上記の付与対象者に対して、ストックオプションとして新株予約

権を発行することを平成18年６月29日開催の定時株主総会において決議したものであります。 

２ 付与対象者は、この有価証券報告書提出日以降に開催される当社取締役会決議をもって決定します。 

３ 株主総会における決議の日(以下、「決議日」という。)後、当社が当社普通株式につき、株式分割(株式無償割当てを含

む。以下、株式分割の記載につき同じ。)又は株式併合を行う場合には、付与株式数を次の算式により調整し、調整の結

果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てるものとします。 
  

   調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率 
  

  また、決議日後、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合理的な範囲で付与株式数を調整し

ます。 

  

決議年月日 平成18年６月29日

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役10名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数(株) 500,000株を上限とする。(注)２

新株予約権の行使時の払込金額(円) (注)３ 

新株予約権の行使期間 割当日から６年以内

新株予約権の行使の条件 (注)４ 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要するものとする。 

決議年月日 平成18年６月29日

付与対象者の区分及び人数 当社の使用人及び関係会社取締役 (注)２

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数(株) 120,000株を上限とする。(注)３

新株予約権の行使時の払込金額(円) (注)４ 

新株予約権の行使期間 平成18年12月１日～平成23年11月30日

新株予約権の行使の条件 (注)５ 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要するものとする。 



４ 各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権を行使することにより交付を受けることができる株式

１株当たりの払込金額(以下、「行使価額」という。)に付与株式数を乗じた金額とします。 

  行使価額は、新株予約権を割り当てる日(以下、「割当日」という。)の属する月の前月の各日(取引が成立しない日を除

く。)の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値(以下、「終値」という。)の平均値に1.025を乗じた金額

(１円未満の端数は切り上げる。)又は割当日の終値(当日に終値がない場合は、それに先立つ直近日の終値)のいずれか高

い金額とします。 

  なお、割当日後、当社が当社普通株式につき、株式分割又は株式併合を行う場合には、行使価額を次の算式により調整

し、調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げるものとします。 
  

  
  また、割当日後、当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合(会社法

第194条の規定(単元未満株主による単元未満株式売渡請求)に基づく自己株式の売渡し、当社普通株式に転換される証券

若しくは転換できる証券又は当社普通株式の交付を請求できる新株予約権(新株予約権付社債に付されたものを含む。)の

転換又は行使による場合を除く。)には、行使価額を次の算式により調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は、これ

を切り上げるものとします。 
  

  
  なお、上記の算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済普通株式総数から当社が保有する普通株式にかかる自

己株式数を控除した数とし、また、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読

み替えるものとします。 

  さらに、上記のほか、割当日後、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合理的な範囲で行使価

額を調整するものとします。 

５ 新株予約権の行使の条件は、この有価証券報告書提出日以降に開催される当社取締役会決議をもって決定します。 

  

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割・併合の比率

        
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調 整 後 

行使価額 
＝ 
調 整 前

行使価額
× 

時   価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

  



３ 【配当政策】 

当社では、利益配分は、配当性向や内部留保の充実を勘案し、長期的、安定的に継続して実施してゆくことが株主

の利益に合致するものと考えております。 

内部留保は、国際化への対応、研究開発及び設備投資など、企業体質強化に充当するものであり、将来の企業価値

増大に向けての原資と考えております。 

当期の期末配当金は、中間配当金と同様に前期に比べ２円増配の１株当たり６円とさせていただきました。この結

果、当期の年間配当金は前期に比べ４円増配の１株当たり12円、配当性向は38.3％となりました。 

(注) 当期の中間配当に関する取締役会決議日  平成17年10月25日 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部における株価を記載しております。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部における株価を記載しております。 

  

回次 第42期 第43期 第44期 第45期 第46期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高(円) 673 604 701 884 1,980

最低(円) 297 411 542 572 745

月別 
平成17年 
10月 

11月 12月
平成18年
１月 

２月 ３月 

最高(円) 1,345 1,741 1,715 1,980 1,803 1,845

最低(円) 1,082 1,211 1,549 1,561 1,423 1,525



５ 【役員の状況】 

  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

代表取締役 
社長   日 浦   致 昭和５年11月17日

昭和28年４月 信越化学工業㈱入社 
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 〃 60年８月 同社取締役 

平成２年９月 同社常務取締役 

 〃 ６年６月 同社専務取締役 

 〃 13年６月 当社代表取締役社長(現在) 

代表取締役 
専務取締役 

情報システム・ 
環境保安・ 
品質保証・ 
技術担当 
  

電子デバイス 
事業本部長 

赤 澤   宏 昭和15年12月10日

昭和38年６月 当社入社 

32

平成元年６月 当社取締役 

 〃 ７年６月 当社常務取締役 

 〃 14年４月 情報システム・環境保安・品質保

証・技術担当兼当社電子デバイス

事業本部長(現在) 

 〃 15年６月 当社専務取締役 

 〃 17年６月 当社代表取締役専務取締役(現在) 

常務取締役 

総務担当 
  

人事グループ 
マネジャー 

戸 張 邦 明 昭和17年10月31日

昭和62年４月 当社入社 

29

平成７年４月 当社人事グループマネジャー(現

在) 

 〃 ９年６月 当社取締役 

 〃 ９年６月 当社総務担当(現在) 

 〃 15年６月 当社常務取締役(現在) 

常務取締役 
電子デバイス 
事業本部 
RC事業部長 

小 崎   啓 昭和23年３月９日

昭和45年４月 当社入社 

10

平成10年８月 Shin-Etsu  Polymer  America, 

Inc.社長 

 〃 14年６月 当社取締役 

 〃 14年６月 当社電子デバイス事業本部RC事業

部長(現在) 

 〃 17年６月 当社常務取締役(現在) 

常務取締役 

研究開発担当 
  

研究開発 
センター長 

藤 木 弘 直 昭和21年12月22日

昭和47年４月 信越化学工業㈱入社

1

平成11年10月 同社シリコーン電子材料技術研究

所第二部長 
 〃 13年８月 当社入社

 〃 14年４月 当社児玉研究所長

 〃 15年６月 当社取締役

 〃 15年６月 当社研究開発担当・当社研究開発

センター長(現在) 
 〃 18年６月 当社常務取締役(現在)

取締役 総合企画・ 
関連事業担当 根 井 鴻 一 昭和22年１月23日

昭和45年４月 当社入社 

5

平成14年４月 当社総合企画グループマネジャー 

 〃 15年６月 当社取締役(現在) 

 〃 15年６月 当社関連事業担当（現在） 

 〃 18年４月 当社総合企画担当（現在） 

取締役 

高機能製品 
事業本部 
精密製品 
事業部長 

伏 屋 秀 則 昭和22年10月23日

昭和45年４月 当社入社 

9
平成14年４月 当社高機能製品事業本部精密製品

事業部長(現在) 

 〃 15年６月 当社取締役(現在) 



  

(注) 監査役川瀬實氏、渡瀬昌彦氏及び波多健治郎氏は、会社法第２条第16号に定める「社外監査役」であります。 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

取締役 経理・購買 
担当 坂 口 嘉 昭 昭和19年５月12日

昭和43年４月 信越化学工業㈱入社

5

平成12年６月 同社社長室長

 〃 12年６月 当社監査役

 〃 15年７月 信越化学工業㈱直江津工場事務部

長 
 〃 16年６月 当社取締役(現在)

 〃 16年６月 当社経理・購買担当(現在) 

取締役 

物流担当 
  

塩ビ事業本部長 
兼シートフィル
ム事業部長 

熊 井 誠 一 昭和20年12月19日

昭和43年４月 信越化学工業㈱入社

1

平成13年５月 同社シリコーン事業本部業務総括

部長 
 〃 14年６月 信越アステック㈱取締役第二事業

部長 
 〃 17年４月 当社入社

 〃 17年６月 当社取締役(現在)

 〃 17年６月 当社物流担当・塩ビ事業本部長兼

シートフィルム事業部長(現在) 

取締役 

高機能製品 
事業本部長 
兼機能製品 
事業部長 

川 村   豊 昭和22年１月19日

昭和44年４月 当社入社

5

 〃 63年11月 当社大阪支店営業第三部長 
平成３年７月 当社高機能製品事業本部SR部長 
 〃 ９年６月 Shin-Etsu Polymer Europe B.V.

社長 
 〃 17年６月 当社取締役(現在)

 〃 17年６月 当社高機能製品事業本部長兼機能

製品事業部長(現在) 

監査役 常勤 西 川 惠 庸 昭和13年４月８日 

昭和56年５月 当社入社

45

 〃 63年２月 当社東京工場長

平成元年６月 当社取締役

 〃 ５年６月 当社常務取締役

 〃 ８年６月 当社専務取締役

 〃 12年６月 当社代表取締役副社長

 〃 17年６月 当社常勤監査役(現在)

監査役 常勤 川 瀬   實 昭和14年12月23日

昭和38年４月 信越化学工業㈱入社

3
平成12年６月 同社大阪支店長

 〃 13年６月 信濃電気製錬㈱監査役

 〃 17年６月 当社常勤監査役(現在)

監査役 非常勤 渡 瀬 昌 彦 昭和８年11月20日 

昭和32年４月 信越化学工業㈱入社

1
平成５年１月 同社法務部長

 〃 ６年６月 当社監査役(現在)

 〃 ９年６月 信越化学工業㈱監査役(現在) 

監査役 非常勤 波 多 健治郎 昭和３年７月27日

昭和29年５月 明治生命保険相互会社入社 

―

平成２年４月 同社代表取締役社長

 〃 10年４月 同社代表取締役会長

 〃 15年６月 当社監査役(現在)

 〃 15年７月 明治安田生命保険相互会社相談役 
 〃 17年12月 明治安田生命保険相互会社特別顧

問(現在) 

計 245



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方) 

当社は、経営の意思決定の迅速化並びに経営の透明性の確保及びチェック機能の強化等を行い、株主の立場に立

って企業価値を増大させることをコーポレート・ガバナンスの基本的な方針としております。 

(1) 会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンスの状況 

① 会社の機関の内容 

当社は、監査役制度を採用しており、監査役４名のうち、３名が社外監査役であります。 

なお、監査役のスタッフとしては、監査グループで対処しております。 

取締役は10名で、社外取締役は置いておりません。 

業務執行・監督の仕組みとしては、毎月の定例及び臨時の取締役会に加えて、経営委員会、常務委員会、投

資委員会等の定例会議を設け、迅速な業務執行を行う一方、各取締役において当該業務を監督するほか、社外

監査役を含む監査役による適切な監査が行われております。 

② 内部統制システム及びリスク管理体制の整備の状況 

当社では、コンプライアンス委員会、内部監査委員会、品質管理委員会、製品安全推進委員会、安全保障輸

出管理委員会、環境保安委員会、情報システム委員会、特許委員会、契約審査会、個人情報保護組織等、各分

野毎に全社委員会及び専門スタッフ部門を設け、子会社を含むグループ全体の内部統制体制及びリスク管理体

制を整備し、強化しております。 

コンプライアンス委員会の事務局は総務グループが担当し、内部監査委員会の事務局は監査グループが担当

しております。 

③ 監査役監査、内部監査及び会計監査の状況 

監査役は、経営監視機能としては、取締役会その他の各種会議に出席するほか、監査役会を必要に応じて開

催し、各監査役からの報告等をもとに、監査に関する重要事項につき協議しております。 

また、毎年、監査役が策定した監査方針及び監査計画に従い、当社及び海外拠点を含むグループ各社につい

て、監査役による監査を行うとともに、会計監査人である監査法人原会計事務所が行った監査に関する報告・

説明を随時求め、適宜その調査に立会い、また、情報交換を年数回行っております。 

内部監査につきましては、内部監査計画に従い、本社及び各拠点について、委任された内部監査委員による

内部監査を行い、業務の状況をチェックしております。 

なお、会計監査については、会計監査人である監査法人原会計事務所から子会社を含めて、半期毎に監査を

受けるとともに、適宜、会計面でのアドバイスを受けております。 

上記の監査役監査、内部監査及び会計監査は、相互協力、相互連携のもとに、情報交換、打合せ等を密に行

い、監査の充実に努めております。 

  



④ 以上の関係を模式図で示すと次のとおりであります。 

 

  

(2) 会社と会社の社外監査役との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要 

社外監査役３名のうち１名は親会社(信越化学工業株式会社)の監査役を兼務しております。同社は当社の議

決権の53.2％(内0.1％は間接保有)を保有しており、当社は同社から原材料の購入、資金の借入れ等を行ってお

ります。 

他の２名につきましては、当社との人事、資金、技術及び取引等の関係はありません。 

(3) 役員報酬及び監査報酬の内容 

① 当期において取締役及び監査役に支払った報酬の額は次のとおりであります。 

(注) １ 株主総会決議に基づく報酬、利益処分による役員賞与及び株主総会決議に基づく退職慰労金の合計額でありま

す。使用人兼務取締役に対する使用人給与相当額(賞与を含む)62百万円は含んでおりません。 

２ 株主総会決議に基づく報酬及び退職慰労金の合計額であります。 

区分 当期支払額 備考 

取締役 382百万円(うち社外取締役 ―百万円) (注)１ 

監査役  56百万円(うち社外監査役 ６百万円) (注)２ 



② 当期において監査法人に支払った監査報酬の額は、次のとおりであります。 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬38百万円(内、当社22百万円、連結子会社16百万

円) 

(注) 上記以外の業務に基づく報酬はありません。 

(4) 会計監査の状況 

① 業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人名及び提出会社に係る継続監査年数 

② 監査業務に係る補助者の構成 

  

氏名   所属する監査法人名   継続監査年数 

利 穂 忠 一   監査法人 原会計事務所   32年 

横 田 純 二   同  上   10年 

公認会計士 ２名 

会計士補 １名 

その他 １名 



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日内閣府令第５号)附則第２項のただし

書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日内閣府令第５号)附則第２項のただし書き

により、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)及

び前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)並びに当連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３

月31日まで)及び当事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、監

査法人原会計事務所の監査を受けております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

  

  
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)      

Ⅰ 流動資産     

   現金及び預金  21,138 23,857  

   受取手形及び売掛金  28,371 26,654  

   たな卸資産  8,454 10,318  

   未収入金  1,051 1,330  

   繰延税金資産  1,503 2,213  

   その他  662 989  

   貸倒引当金  △386 △558  

  流動資産合計  60,796 68.2 64,806 67.0

Ⅱ 固定資産     

 (1) 有形固定資産 ※１     

   建物及び構築物 ※３  9,765 10,365  

   機械装置及び運搬具  7,020 7,529  

   土地 ※３  3,222 6,769  

   建設仮勘定  903 1,011  

   その他  2,038 2,074  

  有形固定資産計  22,949 (25.7) 27,750 (28.7)

 (2) 無形固定資産     

   ソフトウェア  149 136  

   その他  77 81  

  無形固定資産計  226 (0.3) 217 (0.2)

 (3) 投資その他の資産     

   投資有価証券 ※２  1,937 2,156  

   長期貸付金  311 21  

   繰延税金資産  1,355 1,074  

   その他 ※２  1,539 734  

   貸倒引当金  △5 △5  

  投資その他の資産計  5,139 (5.8) 3,981 (4.1)

  固定資産合計  28,315 31.8 31,950 33.0

   資産合計  89,111 100.0 96,756 100.0



  

  

  
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債     

   支払手形及び買掛金  21,726 20,457  

   短期借入金 ※３  5,827 4,404  

   未払金  1,245 2,222  

   未払法人税等  2,227 1,161  

   未払費用  2,673 2,959  

   賞与引当金  1,492 1,598  

   設備関係支払手形  183 294  

   その他  711 1,248  

   流動負債合計  36,087 40.5 34,347 35.5

Ⅱ 固定負債     

   長期借入金 ※３  2,090 3,316  

   繰延税金負債  39 35  

   退職給付引当金  650 983  

   役員退職慰労引当金  373 272  

   その他  22 31  

  固定負債合計  3,177 3.6 4,639 4.8

  負債合計  39,264 44.1 38,987 40.3

(少数株主持分)     

少数株主持分  328 0.3 456 0.5

(資本の部)     

Ⅰ 資本金 ※５  11,635 13.1 11,635 12.0

Ⅱ 資本剰余金  10,469 11.7 10,469 10.8

Ⅲ 利益剰余金  30,046 33.7 35,972 37.2

Ⅳ その他有価証券評価差額金  248 0.3 509 0.5

Ⅴ 為替換算調整勘定  △1,699 △1.9 △329 △0.3

Ⅵ 自己株式 ※６  △1,183 △1.3 △944 △1.0

  資本合計  49,517 55.6 57,313 59.2

  負債、少数株主持分 
  及び資本合計 

 89,111 100.0 96,756 100.0



② 【連結損益計算書】 

  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高  91,732 100.0 97,942 100.0

Ⅱ 売上原価 ※２  67,022 73.1 71,883 73.4

   売上総利益  24,709 26.9 26,059 26.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費 
※１ 
※２ 

 17,343 18.9 16,270 16.6

   営業利益  7,366 8.0 9,788 10.0

Ⅳ 営業外収益     

   受取利息 79 188    

   為替差益 159 730    

   その他 61 300 0.3 88 1,008 1.0

Ⅴ 営業外費用     

   支払利息 113 134    

   その他 104 217 0.2 130 265 0.2

   経常利益  7,448 8.1 10,531 10.8

Ⅵ 特別利益     

   固定資産売却益 ※３ 9 ―    

   会員権売却益 4 13    

   貸倒引当金戻入額 6 ―    

   前期損益修正益 26 47 0.1 ― 13 0.0

Ⅶ 特別損失     

   固定資産除却損 ※４ 519 434    

   固定資産売却損 ※５ ― 14    

   会員権等評価損 15 ―    

   投資有価証券売却損 ― 2    

   投資有価証券評価損 6 542 0.6 ― 451 0.5

   税金等調整前当期純利益  6,953 7.6 10,094 10.3

   法人税、住民税 
   及び事業税 

3,434 3,652    

   法人税等調整額 △1,266 2,167 2.4 △437 3,215 3.3

   少数株主利益  28 0.0 80 0.1

   当期純利益  4,757 5.2 6,798 6.9



③ 【連結剰余金計算書】 
  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)  

Ⅰ 資本剰余金期首残高 10,469 10,469

Ⅱ 資本剰余金期末残高 10,469 10,469

   

(利益剰余金の部)  

Ⅰ 利益剰余金期首残高 26,018 30,046

Ⅱ 利益剰余金増加高  

   当期純利益 4,757 6,798  

   連結子会社増加に伴う 
   利益剰余金増加高 

― 4,757 17 6,816

Ⅲ 利益剰余金減少高  

   配当金 645 807  

   取締役賞与 32 42  

   自己株式処分差損 51 729 39 889

Ⅳ 利益剰余金期末残高 30,046 35,972



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

  
  

   
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

   税金等調整前当期純利益   6,953 10,094 

   減価償却費   4,066 4,915 

   退職給付引当金の増加額   345 332 

   受取利息及び受取配当金   △90 △202 

   支払利息   113 134 

   為替差益   △110 △150 

   有形固定資産除却損   519 434 

   有形固定資産売却損益(売却益：△)   △9 14 

   売上債権の増減額(増加：△)   △3,400 2,412 

   たな卸資産の増加額   △1,457 △1,957 

   仕入債務の増減額(減少：△)   3,015 △2,029 

   未払消費税等の増減額(減少：△)   △161 68 

   その他   1,792 1,197 

    小計   11,577 15,264 

   利息及び配当金の受取額   90 202 

   利息の支払額   △108 △138 

   法人税等の支払額   △1,449 △4,828 

   営業活動によるキャッシュ・フロー   10,110 10,499 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     

   有形固定資産の取得による支出   △6,629 △9,309 

   有形固定資産の売却による収入   75 772 

   投資有価証券の売却による収入   ― 915 

   短期貸付金の純増加額   △0 △256 

   その他   △117 270 

   投資活動によるキャッシュ・フロー   △6,672 △7,608 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     

   短期借入金の純減少額   △405 △2,028 

   長期借入れによる収入   2,608 2,800 

   長期借入金の返済による支出   △840 △1,021 

   配当金の支払額   △645 △807 

   自己株式の取得による支出   △283 △53 

   その他   151 244 

   財務活動によるキャッシュ・フロー   585 △866 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   166 401 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額   4,189 2,426 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   16,861 21,050 

Ⅶ 連結範囲の変更による現金及び現金同等物
の増加額 

  ― 248 

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高   21,050 23,725 
      



連結財務諸表作成のための基本となる事項 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社 

   子会社14社のうち、13社を連結範囲に含めており

ます。 

   なお、前連結会計年度において連結子会社であっ

たポリマー東日本㈱及びポリマー化成品㈱は平成

16年４月１日付けで合併し、社名を信越ファイン

テック㈱としたため、連結子会社の数は１社減少

しております。 

   連結子会社名については、「第１企業の概況 ４

関係会社の状況」に記載しております。 

(2) 非連結子会社 

   非連結子会社は次に示す１社であります。 

   Shin-Etsu Polymer Hungary Kft. 

   なお、非連結子会社は小規模であり、総資産、売

上高、当期純損益(持分に見合う額)及び利益剰余

金(持分に見合う額)等は、いずれも連結財務諸表

に重要な影響を及ぼしておりません。 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社 

   子会社16社のうち、14社を連結範囲に含めており

ます。 

なお、従来、非連結子会社であったShin-Etsu 

Polymer Hungary Kft.を重要性の観点から、当連

結会計年度より連結の範囲に含めました。 

   連結子会社名については、「第１企業の概況 ４

関係会社の状況」に記載しております。 

  

  

(2) 非連結子会社 

   非連結子会社は次に示す２社であります。 

   Shin-Etsu Polymer Hong Kong Co.,Ltd. 

   Shin-Etsu Polymer Singapore Pte.Ltd. 

   なお、非連結子会社はいずれも小規模であり、合

計の総資産、売上高、当期純損益(持分に見合う

額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等は、いず

れも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていない

ため、連結の範囲から除外しております。 

  

２ 持分法の適用に関する事項 

  持分法は適用しておりません。 

  なお、持分法を適用していない非連結子会社(Shin-

Etsu Polymer Hungary Kft.)は、当期純損益(持分

に見合う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等か

らみて連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、か

つ、全体としても重要性がないため、持分法の適用

範囲から除外しております。 

２ 持分法の適用に関する事項 

  持分法は適用しておりません。 

  なお、持分法を適用していない非連結子会社 

  (Shin-Etsu Polymer Hong Kong Co.,Ltd.他１社)

は、当期純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金

(持分に見合う額)等からみて連結財務諸表に及ぼす

影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がな

いため、持分法の適用範囲から除外しております。 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

  連結子会社のうち、次に示す在外子会社７社の決算

日は12月31日であります。 

  決算日が連結決算日と異なるこれらの連結子会社に

ついては、連結財務諸表の作成に当たって、仮決算

を行わず個々の決算日の財務諸表を使用し、連結決

算日との差異から生じた重要な取引について、連結

上必要な調整を行っております。 

Shin-Etsu Polymer America, Inc. 

Shin-Etsu Polymer (Malaysia) Sdn. Bhd. 

Shin-Etsu Polymer Europe B. V. 

蘇州信越聚合有限公司 

Shin-Etsu Polymer Mexico, S. A. de C.V. 

P.T. Shin-Etsu Polymer Indonesia 

信越聚合物(上海)有限公司 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

  連結子会社のうち、次に示す在外子会社８社の決算

日は12月31日であります。 

  決算日が連結決算日と異なるこれらの連結子会社に

ついては、連結財務諸表の作成に当たって、仮決算

を行わず個々の決算日の財務諸表を使用し、連結決

算日との差異から生じた重要な取引について、連結

上必要な調整を行っております。 

Shin-Etsu Polymer America, Inc. 

Shin-Etsu Polymer (Malaysia) Sdn. Bhd. 

Shin-Etsu Polymer Europe B. V. 

蘇州信越聚合有限公司 

Shin-Etsu Polymer Mexico, S. A. de C.V. 

P.T. Shin-Etsu Polymer Indonesia 

信越聚合物(上海)有限公司 

Shin-Etsu Polymer Hungary Kft. 



  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

  (イ)有価証券(その他有価証券) 

    時価のあるもの……決算日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部

資本直入法により処理し、

売却原価は総平均法により

算定)を採用しておりま

す。 

    時価のないもの……総平均法による原価法を採

用しております。 

なお、投資事業有限責任組合及びそれに類す

る組合への出資(証券取引法第２条第２項によ

り有価証券とみなされるもの)については、組

合契約に規定される決算報告日に応じて入手可

能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純

額で取り込む方法によっております。 

(表示方法の変更) 

「証券取引法等の一部を改正する法律」(平

成16年法律第97号)が平成16年６月９日に公布

され、平成16年12月１日より適用となること及

び「金融商品会計に関する実務指針」(会計制

度委員会報告第14号)が平成17年２月15日付で

改正されたことに伴い、当連結会計年度から投

資事業有限責任組合及びそれに類する組合への

出資(証券取引法第２条第２項により有価証券

とみなされるもの)を投資有価証券として表示

する方法に変更いたしました。 

なお、当連結会計年度の投資有価証券に含ま

れる当該出資の額は、874百万円であります。 

  (イ)有価証券(その他有価証券) 

    時価のあるもの……同左 
  
  
  
  
  
  
  

    時価のないもの……総平均法による原価法を採

用しております。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  (ロ)デリバティブ 

    時価法を採用しております。 

  (ロ)デリバティブ 

同左 

  (ハ)たな卸資産 

    主として総平均法による原価法を採用しており

ます。 

  (ハ)たな卸資産 

同左 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

  (イ)有形固定資産 

    当社及び国内連結子会社は、定率法(ただし、

平成10年４月１日以降に取得した建物(附属設

備を除く)は定額法)、在外連結子会社は主とし

て定額法を採用しております。 

    なお、主な耐用年数は以下のとおりでありま

す。 

      建物及び構築物     ５～50年 

      機械装置及び運搬具   ２～10年 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

  (イ)有形固定資産 

同左 

  (ロ)無形固定資産 

    自社利用のソフトウェアについては、社内にお

ける利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用

しております。 

  (ロ)無形固定資産 

同左 



  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  (イ)貸倒引当金 

    売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  (イ)貸倒引当金 

同左 

  (ロ)賞与引当金 

    当社及び国内連結子会社は、従業員賞与の支給

にあてるため、支給見込額に基づき計上してお

ります。 

  (ロ)賞与引当金 

同左 

  (ハ)退職給付引当金 

    当社及び国内連結子会社は、従業員の退職給付

に備えるため、当連結会計年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。 

    数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数(５年)による

定額法により、翌連結会計年度から費用処理す

ることとしています。 

    過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額

法により費用処理することとしています。 

  (ハ)退職給付引当金 

同左 

  (ニ)役員退職慰労引当金 

    当社及び国内連結子会社４社は、役員の退職慰

労金の支給に備えるため、各社の内規に基づく

期末要支給額を計上しております。 

  (ニ)役員退職慰労引当金 

同左 

 (4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準 

   外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。 

   なお、在外子会社の資産及び負債は、在外子会社

の決算日における直物為替相場により円貨に換算

し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換

算し、換算差額は少数株主持分及び資本の部にお

ける為替換算調整勘定に含めて計上しておりま

す。 

 (4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準 

同左 

 (5) 重要なリース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。 

 (5) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

 (6) 重要なヘッジ会計の方法 

  (イ)ヘッジ会計の方法 

    繰延ヘッジ処理を採用しております。 

 (6) 重要なヘッジ会計の方法 

  (イ)ヘッジ会計の方法 

同左 

  (ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象 

    為替予約‥‥‥‥外貨建売掛金 

  (ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 



  

  

(会計処理の変更) 

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  (ハ)ヘッジ方針 

    当社グループ(当社及び連結子会社)は為替相場

の変動リスクを回避する目的で、外貨建売掛金

について為替予約取引を行っております。 

  (ハ)ヘッジ方針 

同左 

  (ニ)ヘッジ有効性評価の方法 

    ヘッジ手段及びヘッジ対象について中間期末及

び期末毎にヘッジ効果を検証しております。な

お、ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条

件が同一である場合には、本検証を省略してお

ります。 

  (ニ)ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

 (7) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

   消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に

よっております。 

 (7) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

   消費税等の会計処理 

同左 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

  連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価

評価法によっております。 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

同左 

６ 利益処分項目等の取扱いに関する事項 

  連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について

連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成

しております。 

６ 利益処分項目等の取扱いに関する事項 

同左 

７ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

  連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなって

おります。 

７ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

同左 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

―――――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当連結会計年度より、「固定資産の減損に係る会計基

準」(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10月31日)を適用して

おります。 

 これによる損益に与える影響はありません。 



(追加情報) 

  

注記事項 

(連結貸借対照表関係) 
  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法律

第９号)が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当連結会計年度から「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計算書上の表示につい

ての実務上の取扱い」(平成16年２月13日 企業会計基

準委員会 実務対応報告第12号)に従い法人事業税の付加

価値割及び資本割については、販売費及び一般管理費に

計上しております。 

この結果、販売費及び一般管理費が65百万円増加し、

営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益が、65

百万円減少しております。 

―――――― 

  

  

  

  

  

  

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 46,800百万円 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 48,845百万円

※２ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。 

   「投資その他の資産」のその他(出資金) 

378百万円 

※２ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。 

   「投資その他の資産」の投資有価証券 

693百万円 

※３ このうち担保に供している資産の額(簿価) 

 建物 16百万円

 土地 10 

 合計 27 

※３ このうち担保に供している資産の額(簿価) 

 建物 16百万円

 土地 10 

 合計 26 

    上記に対応する借入金 

 短期借入金 3百万円

 長期借入金 21 

 合計 24 

    上記に対応する借入金 

 短期借入金 2百万円

 長期借入金 17 

 合計 19 

 ４ 偶発債務 

   当社従業員の住宅資金借入に対する保証債務 

54百万円 

 ４ 偶発債務 

   当社従業員の住宅資金借入に対する保証債務 

45百万円 

※５ 当社の発行済株式総数は、普通株式82,623千株で

あります。 

※５ 当社の発行済株式総数は、普通株式82,623千株で

あります。 

※６ 連結会社が保有する自己株式の数は、普通株式

1,926千株であります。 

※６ 連結会社が保有する自己株式の数は、普通株式

1,498千株であります。 



(連結損益計算書関係) 
  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は、次

のとおりであります。 

 荷造・運搬費 2,422百万円

 給料手当 3,277 

 賞与引当金繰入額 626 

 退職給付引当金繰入額 235 

 業務改革プロジェクト費用 1,879 

 研究開発費 2,228 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は、次

のとおりであります。 

 荷造・運搬費 2,421百万円

 給料手当 3,505 

 賞与引当金繰入額 651 

 退職給付引当金繰入額 198 

 研究開発費 2,450 

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、2,228百万円であります。 

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、2,450百万円であります。 

※３ 固定資産売却益の内訳は下記のとおりでありま

す。 

 機械装置及び運搬具 9百万円

※３        ―――――― 

  

※４ 固定資産除却損の内訳は下記のとおりでありま

す。 

 建物及び構築物 63百万円

 機械装置及び運搬具 328 

 「有形固定資産」のその他 126 

 合計 519 

※４ 固定資産除却損の内訳は下記のとおりでありま

す。 

 建物及び構築物 119百万円

 機械装置及び運搬具 208 

 「有形固定資産」のその他 106 

 合計 434 

※５        ―――――― 

  

※５ 固定資産売却損の内訳は下記のとおりでありま

す。 

 土地 22百万円

 機械装置及び運搬具 △8 

 合計 14 



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

(リース取引関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 21,138百万円

預入期間が３ヶ月を 
超える定期預金等 

△87 

現金及び現金同等物 21,050 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 23,857百万円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金等 

△132 

現金及び現金同等物 23,725 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、「支払利子込み法」により算定しております。 

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末 
残高 
相当額 
(百万円)

有形固定資産 
「その他」 
(工具器具及び備品) 

40 20 19

無形固定資産 
「ソフトウェア」 

82 35 46

合計 122 56 66

  なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、「支払利子込み法」により算定しております。 

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末 
残高 
相当額 
(百万円)

有形固定資産
「その他」 
(工具器具及び備品)

35 27 7

無形固定資産
「ソフトウェア」 

82 61 20

合計 118 89 28

②未経過リース料期末残高相当額 

  なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、「支払利子込み法」により算定

しております。 

１年内 37百万円

１年超 28 

合計 66 

②未経過リース料期末残高相当額 

  なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、「支払利子込み法」により算定

しております。 

１年内 23百万円

１年超 4 

合計 28 

③支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 38百万円

減価償却費相当額 38 

③支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 37百万円

減価償却費相当額 37 

④減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

④減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年内 44百万円

１年超 0 

合計 45 

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年内 0百万円

１年超 ― 

合計 0 



(有価証券関係) 

前連結会計年度 

１ その他有価証券で時価のあるもの(平成17年３月31日) 

  

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

 該当事項はありません。 

  

３ 時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額(平成17年３月31日) 

その他有価証券 

(注) 当連結会計年度において、非上場株式について６百万円減損処理を行っております。 

  

   
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表
計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの)

①株式   504 932 428 

②債券   ― ― ― 

③その他   10 10 0 

 小計   514 942 428 

(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの)

①株式   45 37 △8 

②債券   ― ― ― 

③その他   30 28 △2 

 小計   76 65 △10 

 合計   590 1,008 417 

非上場株式 54百万円

投資事業有限責任組合及び 

それに類する組合への出資 
874百万円



当連結会計年度 

１ その他有価証券で時価のあるもの(平成18年３月31日) 

  

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

  

３ 時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額(平成18年３月31日) 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

(2) その他有価証券 

  

   
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表
計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの)

①株式   519 1,380 860 

②債券   ― ― ― 

③その他   ― ― ― 

 小計   519 1,380 860 

(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの)

①株式   35 28 △6 

②債券   ― ― ― 

③その他   ― ― ― 

 小計   35 28 △6 

 合計   554 1,408 854 

売却額(百万円)   売却益の合計額(百万円)   売却損の合計額(百万円) 

915   ―   2 

子会社株式 693百万円

非上場株式 54百万円



(デリバティブ取引関係) 

前連結会計年度 

１ 取引の状況に関する事項(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

当社グループ(当社及び連結子会社)は、外貨建売掛金及び外貨建長期貸付金に係る為替相場の変動リスクに備

えるため、また変動金利長期貸付金にかかる金利変動リスクに備えるため、実需の範囲内で為替予約取引、通貨

スワップ取引および金利スワップ取引を行っております。これらの外貨建債権等には一部連結会社間取引に係る

ものを含んでおります。 

なお、これらの取引を利用してヘッジ会計を行っております。 

  (1) ヘッジ手段とヘッジ対象 

為替予約‥‥‥‥外貨建売掛金 

  (2) ヘッジ方針 

当社グループは為替相場の変動リスクを回避する目的で、外貨建売掛金について為替予約取引を行っており

ます。 

  (3) ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段及びヘッジ対象について中間期末及び期末毎にヘッジ効果を検証しております。なお、ヘッジ手

段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一である場合には、本検証を省略しております。 

当社グループが利用している為替予約取引及び通貨スワップ取引は、将来の為替変動によるリスクを有してお

り、また金利スワップは金利変動によるリスクを有しておりますが、当社グループは取引の実体の範囲内でこれ

らの取引を行っており、売買益を目的とした投機的な取引を行っておりませんので、これらのリスクは重要なも

のではありません。 

また、これらの取引の契約先は信用度の高い金融機関に限定しておりますので、相手先の契約不履行による信

用リスクもほとんどないと判断しております。 

なお、為替予約取引、通貨スワップ取引及び金利スワップ取引にあたっては、経理担当取締役の管理・監督の

もとで経理部門が取引の実務を行い、金額によっては当社の取締役会の承認を得ることとしております。 

  

２ 取引の時価等に関する事項(平成17年３月31日) 

(1) 通貨関連 

  

(注) １ 時価の算定方法 

為替予約取引‥‥決算時の為替相場に基づき算定しております。 

通貨スワップ取引‥‥契約先金融機関から提示された価格を使用しております。 

２ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

  

区分 種類 
契約額等
(百万円) 

契約額等の
うち１年超 
(百万円) 

時価
(百万円) 

評価損益 
(百万円) 

市場取引 
以外の取引 

為替予約取引 
 売建 米ドル 

894 ― 904 △9

通貨スワップ取引 
 受取日本円－支払米ドル 

315 223 26 26

合  計 1,210 223 930 16



(2) 金利関連 

  

(注) １ 時価の算定方法 

金利スワップ取引‥‥契約先金融機関から提示された価格を使用しております。 

２ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

  

区分 種類 
契約額等
(百万円) 

契約額等の
うち１年超 
(百万円) 

時価
(百万円) 

評価損益 
(百万円) 

市場取引 
以外の取引 

金利スワップ取引 
受取固定金利 
－支払変動金利 

285 
  

201 
  

  
△0 
  

 
△0 
  



当連結会計年度 

１ 取引の状況に関する事項(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

当社グループ(当社及び連結子会社)は、外貨建売掛金及び外貨建長期貸付金に係る為替相場の変動リスクに備

えるため、また変動金利長期貸付金にかかる金利変動リスクに備えるため、実需の範囲内で為替予約取引、通貨

スワップ取引および金利スワップ取引を行っております。これらの外貨建債権等には一部連結会社間取引に係る

ものを含んでおります。 

なお、これらの取引を利用してヘッジ会計を行っております。 

  (1) ヘッジ手段とヘッジ対象 

為替予約‥‥‥‥外貨建売掛金 

  (2) ヘッジ方針 

当社グループは為替相場の変動リスクを回避する目的で、外貨建売掛金について為替予約取引を行っており

ます。 

  (3) ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段及びヘッジ対象について中間期末及び期末毎にヘッジ効果を検証しております。なお、ヘッジ手

段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一である場合には、本検証を省略しております。 

当社グループが利用している為替予約取引及び通貨スワップ取引は、将来の為替変動によるリスクを有してお

り、また金利スワップは金利変動によるリスクを有しておりますが、当社グループは取引の実体の範囲内でこれ

らの取引を行っており、売買益を目的とした投機的な取引を行っておりませんので、これらのリスクは重要なも

のではありません。 

また、取引の相手が契約不履行に陥る信用リスクも有しておりますが、取引相手は当社の主要借入先または高

格付金融機関に限定しており、信用リスクもほとんどないと判断しております。 

なお、為替予約取引、通貨スワップ取引及び金利スワップ取引にあたっては、経理担当取締役の管理・監督の

もとで経理部門が取引の実務を行い、金額によっては当社の取締役会の承認を得ることとしております。 

  

２ 取引の時価等に関する事項(平成18年３月31日) 

(1) 通貨関連 

  

(注) １ 時価の算定方法 

為替予約取引‥‥決算時の為替相場に基づき算定しております。 

通貨スワップ取引‥‥契約先金融機関から提示された価格を使用しております。 

２ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

  

区分 種類 
契約額等
(百万円) 

契約額等の
うち１年超 
(百万円) 

時価
(百万円) 

評価損益 
(百万円) 

市場取引 
以外の取引 

為替予約取引 
 売建 ユーロ 

844 ― 856 △11

通貨スワップ取引 
 受取日本円－支払米ドル 

780 577 △44 △44

合  計 1,625 577 812 △56



(2) 金利関連 

  

(注) １ 時価の算定方法 

金利スワップ取引‥‥契約先金融機関から提示された価格を使用しております。 

２ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

  

次へ 

区分 種類 
契約額等
(百万円) 

契約額等の
うち１年超 
(百万円) 

時価
(百万円) 

評価損益 
(百万円) 

市場取引 
以外の取引 

金利スワップ取引 
受取固定金利 
－支払変動金利 

223 129 △3 △3



(退職給付関係) 

前連結会計年度 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社及び国内連結子会社は、確定拠出年金制度と確定給付型の適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けて

おります。 

  

２ 退職給付債務に関する事項(平成17年３月31日) 

(注) 連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

  

３ 退職給付費用に関する事項(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

(注) 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ 勤務費用」に計上しております。 

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

イ 退職給付債務 △2,486百万円

ロ 年金資産 1,239  

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) △1,246  

ニ 未認識数理計算上の差異 269  

ホ 未認識過去勤務債務 326  

ヘ 退職給付引当金(ハ＋ニ＋ホ) △650  

イ 勤務費用 209百万円

ロ 利息費用 52  

ハ 期待運用収益 ―  

ニ 数理計算上の差異の費用処理額 83  

ホ 過去勤務債務の費用処理額 38  

ヘ 確定拠出年金への拠出額 260  

ト 退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ) 644  

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準   
ロ 割引率 2.0％  
ハ 期待運用収益率 ―％  

  (注) 当社の年金資産(既退職の受給者について採用し

ている閉鎖型適格退職年金制度に係るもの)は、

現金運用といたしております。 

  

ニ 数理計算上の差異の処理年数 その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(５

年)による定額法により、翌連結会計年度から費用処理するこ

ととしています。 

ホ 過去勤務債務の額の処理年数 その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10

年)による定額法により費用処理することとしています。 



当連結会計年度 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社及び国内連結子会社は、確定拠出年金制度と確定給付型の適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けて

おります。 

  

２ 退職給付債務に関する事項(平成18年３月31日) 

(注) 連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

  

３ 退職給付費用に関する事項(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

(注) 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ 勤務費用」に計上しております。 

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

次へ 

イ 退職給付債務 △2,348百万円

ロ 年金資産 977  

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) △1,370  

ニ 未認識数理計算上の差異 99  

ホ 未認識過去勤務債務 287  

ヘ 退職給付引当金(ハ＋ニ＋ホ) △983  

イ 勤務費用 185百万円

ロ 利息費用 40  

ハ 期待運用収益 ―  

ニ 数理計算上の差異の費用処理額 96  

ホ 過去勤務債務の費用処理額 38  

ヘ 確定拠出年金への拠出額 260  

ト 退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ) 621  

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準   
ロ 割引率 2.0％  
ハ 期待運用収益率 ―％  

  (注) 当社の年金資産(既退職の受給者について採用し

ている閉鎖型適格退職年金制度に係るもの)は、

現金運用といたしております。 

  

ニ 数理計算上の差異の処理年数 その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(５

年)による定額法により、翌連結会計年度から費用処理するこ

ととしています。 

ホ 過去勤務債務の額の処理年数 その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10

年)による定額法により費用処理することとしています。 



(税効果会計関係) 

  

  

前へ     

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(平成18年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(注) 繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下

の項目に含まれております。 

  (繰延税金資産)   

   システム導入費用 708百万円

   賞与引当金 589 

   会員権等評価損 269 

   退職給付引当金 261 

   貸倒引当金 236 

   たな卸資産 156 

   役員退職慰労引当金 142 

   未払事業税 89 

   投資有価証券評価損 84 

   減価償却費 83 

   繰越欠損金 64 

   その他 445 

   繰延税金資産小計 3,133 

   評価性引当額 △104 

   繰延税金資産合計 3,029 

  (繰延税金負債)   

   その他有価証券評価差額金 △168 

   特別償却準備金 △43 

   その他 △97 

   繰延税金負債合計 △310 

   繰延税金資産の純額 2,718 

   流動資産…繰延税金資産 1,503百万円

   固定資産…繰延税金資産 1,355 

   流動負債…その他 △101 

   固定負債…繰延税金負債 △39 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(注) 繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下

の項目に含まれております。 

  (繰延税金資産)   

   システム導入費用 648百万円

   賞与引当金 634 

   退職給付引当金 405 

   貸倒引当金 265 

   たな卸資産 257 

   補修工事費用 217 

   減価償却費 149 

   投資有価証券等評価損 145 

   役員退職慰労引当金 102 

   その他 873 

   繰延税金資産小計 3,700 

   評価性引当額 △84 

   繰延税金資産合計 3,615 

  (繰延税金負債)   

   その他有価証券評価差額金 △344 

   特別償却準備金 △32 

   その他 △241 

   繰延税金負債合計 △618 

   繰延税金資産の純額 2,997 

   流動資産…繰延税金資産 2,213百万円

   固定資産…繰延税金資産 1,074 

   流動負債…その他 △255 

   固定負債…繰延税金負債 △35 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

   法定実効税率 40.4％ 

   (調整)   

   交際費等永久に損金に 
   算入されない項目 

1.3 

   試験研究費税額控除 △1.8 

   外国税額控除 △2.0 

   在外支店に係る税率差異 △3.5 

   在外連結子会社に係る 
   税率差異 

△6.9 

   その他 3.7 

   税効果会計適用後の 
   法人税等の負担率 

31.2 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

  法定実効税率 40.4％ 

  (調整)   

  交際費等永久に損金に
   算入されない項目 

1.2 

  試験研究費税額控除 △1.4 

  外国税額控除 △1.7 

  在外支店に係る税率差異 △1.6 

  在外連結子会社に係る
   税率差異 

△7.1 

  その他 2.1 

  税効果会計適用後の
   法人税等の負担率 

31.9 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 
  

(注) １ 事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品の名称 

(1) 事業区分の方法…事業の種類・性質を考慮して区分しております。 

(2) 当連結会計年度より事業の種類別セグメントの名称の一部を下記のとおり変更しております。 

    旧名称…半導体・包装資材関連事業 

    新名称…包装資材関連事業 

(3) 各区分に属する主要な製品の名称 

電子・機能部材関連事業 ：キーパッド、インターコネクター、OA機器用部品、シリコーンゴム成形品、塩ビコンパ

ウンド 

包装資材関連事業    ：半導体関連容器、キャリアテープ関連製品、ラップフィルム、プラスチックシート関連

製品 

建設資材・工事関連事業他：塩ビパイプ関連製品、外装材関連製品、建築・店舗の設計・施工、その他 

２ 営業費用のうち「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用は、基礎的研究開発費681百万円及び、業務改革プロ

ジェクト費用1,879百万円であります。 

３ 資産のうち「消去又は全社」の項目に含めた全社資産の金額は、22,068百万円であり、その主なものは当社の余資運用資

金(現金及び預金)であります。 

  

  
電子・機能 
部材関連事業 
(百万円) 

包装資材
関連事業 
(百万円) 

建設資材・工
事関連事業他
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益     

  売上高     

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高 

51,682 24,406 15,642 91,732 ― 91,732

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

0 11 1,275 1,287 (1,287) ―

計 51,683 24,418 16,918 93,019 (1,287) 91,732

   営業費用 44,617 22,090 16,324 83,032 1,333 84,366

   営業利益 7,065 2,328 593 9,987 (2,620) 7,366

Ⅱ 資産、減価償却費 
  及び資本的支出 

    

  資産 37,616 18,794 9,705 66,115 22,995 89,111

  減価償却費 2,502 1,113 168 3,783 282 4,066

  資本的支出 4,270 1,973 89 6,333 306 6,640



当連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 
  

(注) １ 事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品の名称 

(1) 事業区分の方法…事業の種類・性質を考慮して区分しております。 

(2) 各区分に属する主要な製品の名称 

電子・機能部材関連事業 ：キーパッド、インターコネクター、OA機器用部品、シリコーンゴム成形品、塩ビコンパ

ウンド 

包装資材関連事業    ：半導体関連容器、キャリアテープ関連製品、ラップフィルム、プラスチックシート関連

製品 

建設資材・工事関連事業他：塩ビパイプ関連製品、外装材関連製品、建築・店舗の設計・施工、その他 

２ 営業費用のうち「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用は、基礎的研究開発費765百万円であります。 

３ 資産のうち「消去又は全社」の項目に含めた全社資産の金額は、20,184百万円であり、その主なものは当社の余資運用資

金(現金及び預金)であります。 

  

  
電子・機能 
部材関連事業 
(百万円) 

包装資材
関連事業 
(百万円) 

建設資材・工
事関連事業他
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益     

  売上高     

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高 

57,962 25,701 14,278 97,942 ― 97,942

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

0 14 1,417 1,432 (1,432) ―

計 57,962 25,716 15,695 99,375 (1,432) 97,942

   営業費用 49,529 23,453 15,872 88,854 (700) 88,154

   営業利益又は 
   営業損失(△) 

8,433 2,262 △176 10,520 (731) 9,788

Ⅱ 資産、減価償却費 
  及び資本的支出 

    

  資産 44,866 21,676 9,332 75,876 20,880 96,756

  減価償却費 3,277 1,158 128 4,564 351 4,915

  資本的支出 3,987 793 249 5,030 4,492 9,522



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

 (1) 国又は地域の区分の方法…地理的近接度によっております。 

 (2) 各区分に属する主な国又は地域…アジア：シンガポール、香港、マレーシア、中国、インドネシア 

その他の地域：米国、オランダ、メキシコ 

２ 営業費用のうち「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用は、基礎的研究開発費681百万円及び、業務改革プロ

ジェクト費用1,879百万円であります。 

３ 資産のうち「消去又は全社」の項目に含めた全社資産の金額は22,068百万円であり、その主なものは、当社の余資運用資

金(現金及び預金)であります。 

  

  
日本 
(百万円) 

アジア
(百万円) 

その他の地域
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益     

  売上高     

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高 

59,965 17,778 13,988 91,732 ― 91,732

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

6,738 9,216 50 16,005 (16,005) ―

計 66,704 26,994 14,039 107,737 (16,005) 91,732

  営業費用 63,071 22,178 12,450 97,700 (13,334) 84,366

  営業利益 3,632 4,815 1,588 10,037 (2,670) 7,366

Ⅱ 資産 44,683 12,513 8,944 66,142 22,969 89,111



当連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

 (1) 国又は地域の区分の方法…地理的近接度によっております。 

 (2) 各区分に属する主な国又は地域…アジア：シンガポール、香港、マレーシア、中国、インドネシア 

欧 州：オランダ、ハンガリー 

北 米：米国、メキシコ 

２ 営業費用のうち「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用は、基礎的研究開発費765百万円であります。 

３ 資産のうち「消去又は全社」の項目に含めた全社資産の金額は20,184百万円であり、その主なものは、当社の余資運用資

金(現金及び預金)であります。 

４ 記載対象セグメントの変更 

  従来、所在地別セグメント情報は、「日本」、「アジア」及び「その他地域」に区分しておりましたが、「その他地域」

に含まれる欧州の売上高(セグメント間の内部売上高又は振替高を含む。以下同じ。)が全セグメントの売上高の合計の

10％以上となったため、当連結会計年度より、「その他地域」を「欧州」及び「北米」に区分して表示することといたし

ました。 

  参考までに、前連結会計年度について、変更後の区分によった場合の所在地別セグメント情報は、次のとおりでありま

す。 

  

前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

  

  
日本 
(百万円) 

アジア
(百万円) 

欧州
(百万円) 

北米
計

(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益     

  売上高     

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高 

58,388 13,947 17,360 8,246 97,942 ― 97,942

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

8,536 12,776 4 78 21,396 (21,396) ―

計 66,925 26,723 17,365 8,324 119,339 (21,396) 97,942

  営業費用 65,380 21,189 14,824 7,227 108,622 (20,468) 88,154

  営業利益 1,544 5,534 2,540 1,096 10,716 (927) 9,788

Ⅱ 資産 47,144 15,320 8,375 5,039 75,880 20,876 96,756

  
日本 
(百万円) 

アジア
(百万円) 

欧州
(百万円) 

北米
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高     

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高 

59,965 17,778 8,319 5,669 91,732 ― 91,732

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

6,738 9,216 36 13 16,005 (16,005) ―

計 66,704 26,994 8,355 5,683 107,737 (16,005) 91,732

  営業費用 63,071 22,178 7,597 4,853 97,700 (13,334) 84,366

  営業利益 3,632 4,815 758 830 10,037 (2,670) 7,366

Ⅱ 資産 44,683 12,513 5,943 3,001 66,142 22,969 89,111



【海外売上高】 

前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

  

(注) １ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

２ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1) 国又は地域の区分の方法…地理的近接度によっております。 

(2) 各区分に属する主な国又は地域…アジア：中国、香港、マレーシア、タイ 

北米 ：米国 

欧州 ：ハンガリー、フィンランド、ドイツ 

  

当連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

  

(注) １ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

２ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1) 国又は地域の区分の方法…地理的近接度によっております。 

(2) 各区分に属する主な国又は地域…アジア：中国、香港、タイ、マレーシア 

北米 ：米国 

欧州 ：ハンガリー、フィンランド、ドイツ 

  

  アジア 北米 欧州 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 18,383 4,957 10,322 499 34,162

Ⅱ 連結売上高(百万円)     91,732

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％) 

20.0 5.4 11.3 0.5 37.2

  アジア 北米 欧州 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 17,393 7,939 17,693 588 43,615

Ⅱ 連結売上高(百万円)     97,942

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％) 

17.7 8.1 18.1 0.6 44.5



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

(1) 親会社及び法人主要株主等 

  

  

(注) １ 取引条件及び取引条件の決定方針 

  合成樹脂原材料の仕入については、市場価格を勘案して毎期価格交渉の上、一般的取引条件と同様に決定しております。

資金の借入については、市場金利に基づいて行っております。 

２ 当社は消費税等の会計処理については税抜方式を採用しておりますので、取引金額は税抜きで表示しておりますが、課税

取引に係る科目の残高は税込金額によっております。 

  

(2) 兄弟会社等 

  

(注) １ 取引条件及び取引条件の決定方針 

  製品の販売については、市場価格を勘案して毎期価格交渉の上、一般的取引条件と同様に決定しております。 

２ 当社は消費税等の会計処理については税抜方式を採用しておりますので、取引金額は税抜きで表示しておりますが、課税

取引に係る科目の残高は税込金額によっております。 

  

属性 会社等 
の名称 住所 

資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円)役員の
兼任等 

事業上
の関係 

親会社 信越化学 
工業㈱ 

東京都 
千代田 
区 

117,513 
各種化学製 
品の製造及 
び販売 

(被所有)
直接 53.7
間接 0.1

兼任１人
転籍３人

原 材 料
( 合 成 樹
脂 ) の 仕
入及び資
金の借入 

合成樹脂原
材料の仕入 5,145 

支払手形 
及び 
買掛金 

2,405

短期借入金
の返済 500 短期 

借入金 5,000

長期借入金
の借入 2,500 

一年内返 
済予定長 
期借入金 

500

長期 
借入金 2,000

属性 会社等 
の名称 住所 

資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円)役員の
兼任等 

事業上
の関係 

親会社 
の子会 
社 

信越半導 
体㈱ 

東京都 
千代田 
区 

10,000 
半導体シリ 
コンの製造 
及び販売 

― 兼任１人
当社製品
の販売 

半導体関連
容器の販売 4,347 売掛金 1,717



当連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

(1) 親会社及び法人主要株主等 

  

  

(注) １ 取引条件及び取引条件の決定方針 

  合成樹脂原材料の仕入については、市場価格を勘案して毎期価格交渉の上、一般的取引条件と同様に決定しております。

資金の借入については、市場金利に基づいて行っております。 

２ 当社は消費税等の会計処理については税抜方式を採用しておりますので、取引金額は税抜きで表示しておりますが、課税

取引に係る科目の残高は税込金額によっております。 

  

(2) 兄弟会社等 

  

(注) １ 取引条件及び取引条件の決定方針 

  製品の販売については、市場価格を勘案して毎期価格交渉の上、一般的取引条件と同様に決定しております。 

２ 当社は消費税等の会計処理については税抜方式を採用しておりますので、取引金額は税抜きで表示しておりますが、課税

取引に係る科目の残高は税込金額によっております。 

  

属性 会社等 
の名称 住所 

資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円)役員の
兼任等 

事業上
の関係 

親会社 信越化学 
工業㈱ 

東京都 
千代田 
区 

119,419 
各種化学製 
品の製造及 
び販売 

(被所有)
直接 53.1
間接 0.1

兼任１人
転籍５人

原 材 料
( 合 成 樹
脂 ) の 仕
入及び資
金の借入 

合成樹脂原
材料の仕入 4,595 

支払手形 
及び 
買掛金 

2,017

短期借入金
の返済 2,000 短期 

借入金 3,000

長期借入金
の借入 2,000 

一年内返 
済予定長 
期借入金 

900

長期借入金
の返済 900 長期 

借入金 2,700

属性 会社等 
の名称 住所 

資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円)役員の
兼任等 

事業上
の関係 

親会社 
の子会 
社 

信越半導 
体㈱ 

東京都 
千代田 
区 

10,000 
半導体シリ 
コンの製造 
及び販売 

― 兼任１人
当社製品
の販売 

半導体関連
容器の販売 4,373 売掛金 1,730



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 613円11銭 １株当たり純資産額 706円06銭

１株当たり当期純利益金額 58円46銭 １株当たり当期純利益金額 83円63銭

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額 

58円29銭
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額 

83円05銭

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額  

 当期純利益(百万円) 4,757 6,798

 普通株主に帰属しない金額(百万円) 42 34

 (うち利益処分による役員賞与金(百万円)) (42) (34)

 普通株式に係る当期純利益(百万円) 4,714 6,764

 普通株式の期中平均株式数(千株) 80,656 80,881

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額  

 当期純利益調整額(百万円) ― ― 

 普通株式増加数(千株) 235 565

 (うちストックオプション(千株)) (235) (565)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要 

平成12年６月29日定時株主総会

決議ストックオプション 

(自己株式方式) 

目的となる
普通株式の数 

545千株

― 



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

  

【借入金等明細表】 

  

(注) １ 「平均利率」については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおりであります。 

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

平均利率
(％) 

返済期限 

短期借入金 5,289 3,302 1.00 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 537 1,101 0.88 ― 

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く) 

2,090 3,316 0.78
平成19年６月から 
平成31年２月 

その他の有利子負債 ― ― ― ― 

計 7,917 7,721 ― ― 

区分 
１年超２年以内 
(百万円) 

２年超３年以内
(百万円) 

３年超４年以内
(百万円) 

４年超５年以内 
(百万円) 

長期借入金 1,102 1,062 1,062 81



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)      

Ⅰ 流動資産     

   現金及び預金  14,396 12,677  

   受取手形 ※５  4,804 4,397  

   売掛金 ※５  20,053 16,453  

   製品  2,934 2,983  

   半製品  305 311  

   原材料  761 768  

   仕掛品  273 583  

   貯蔵品  25 21  

   前払費用  72 113  

   関係会社短期貸付金  3,630 2,525  

   未収入金 ※５  3,564 1,914  

   繰延税金資産  1,019 1,233  

   その他  9 7  

   貸倒引当金  △240 △261  

   流動資産合計  51,610 70.4 43,728 63.5

Ⅱ 固定資産     

 (1) 有形固定資産 ※２     

    建物 ※１  4,176 4,141  

    構築物  263 243  

    機械及び装置  2,331 2,929  

    車輌及び運搬具  26 37  

    工具器具及び備品  775 816  

    土地 ※１  1,776 5,552  

    建設仮勘定  384 325  

   有形固定資産計  9,734 (13.3) 14,046 (20.4)

 (2) 無形固定資産     

    ソフトウェア  112 98  

    その他  10 10  

   無形固定資産計  123 (0.2) 108 (0.1)



  

  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

 (3) 投資その他の資産     

    投資有価証券  1,868 1,394  

    関係会社株式  4,219 4,912  

    関係会社出資金  1,155 1,155  

    従業員長期貸付金  22 17  

    関係会社長期貸付金  2,534 2,232  

    長期前払費用  32 143  

    敷金及び保証金  609 148  

    繰延税金資産  1,108 711  

    その他  323 293  

    貸倒引当金  ― △5  

   投資その他の資産計  11,874 (16.1) 11,005 (16.0)

   固定資産合計  21,731 29.6 25,160 36.5

   資産合計  73,342 100.0 68,889 100.0



  

  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)     

Ⅰ 流動負債     

   支払手形 ※５  4,584 3,663  

   買掛金 ※５  15,383 10,636  

   短期借入金 ※５  5,000 3,000  

   一年内返済予定の 
   長期借入金 

※1,5  503 1,062  

   未払金 ※５  1,382 1,917  

   未払法人税等  1,548 ―  

   未払費用 ※５  1,589 1,551  

   預り金  281 281  

   賞与引当金  1,100 1,160  

   設備関係支払手形  183 294  

   その他  9 11  

   流動負債合計  31,566 43.0 23,580 34.2

Ⅱ 固定負債     

   長期借入金 ※１  21 577  

   関係会社長期借入金  2,000 2,700  

   退職給付引当金  244 454  

   役員退職慰労引当金  334 230  

   固定負債合計  2,599 3.6 3,962 5.8

   負債合計  34,166 46.6 27,542 40.0

(資本の部)     

Ⅰ 資本金 ※３  11,635 15.8 11,635 16.9

Ⅱ 資本剰余金     

   資本準備金 10,469 (14.3) 10,469   (15.2)

   資本剰余金合計  10,469 14.3 10,469 15.2

Ⅲ 利益剰余金     

 (1) 利益準備金 1,019 (1.4) 1,019   (1.5)

 (2) 任意積立金    

    別途積立金 14,230 (19.4) 15,730   (22.8)

 (3) 当期未処分利益 2,765 (3.8) 2,943   (4.3)

   利益剰余金合計  18,014 24.6 19,692 28.6

Ⅳ その他有価証券評価差額金  239 0.3 493 0.7

Ⅴ 自己株式 ※４  △1,183 △1.6 △944 △1.4

   資本合計  39,175 53.4 41,347 60.0

   負債及び資本合計  73,342 100.0 68,889 100.0



② 【損益計算書】 

  

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高 ※１  76,443 100.0 75,075 100.0

Ⅱ 売上原価     

   製品期首たな卸高 2,163 2,934    

   当期製品製造原価 ※３ 22,018 23,696    

   当期製品仕入高 ※１ 39,094 37,967    

合計 63,276 64,598    

   他勘定振替高 ※２ 230 713    

   製品期末たな卸高 2,934 60,111 78.6 2,983 60,901 81.1

   売上総利益  16,332 21.4 14,173 18.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費     

   荷造・運搬費 2,238 2,211    

   販売促進費 888 655    

   役員報酬 163 197    

   給料手当 1,651 1,693    

   賞与引当金繰入額 511 547    

   退職給付引当金繰入額 144 214    

   役員退職慰労 
   引当金繰入額 

54 55    

   福利厚生費 305 332    

   旅費・交通費 430 486    

   減価償却費 90 153    

   賃借料 443 488    

   研究開発費 ※３ 2,197 2,420    

   業務改革 
   プロジェクト費用 

1,879 ―    

   その他 2,181 13,181 17.3 1,998 11,454 15.3

   営業利益  3,151 4.1 2,719 3.6

Ⅳ 営業外収益     

   受取利息 ※１ 104 142    

   受取配当金 ※１ 405 548    

   為替差益 ― 723    

   その他 27 536 0.7 37 1,451 1.9

Ⅴ 営業外費用     

   支払利息 ※１ 90 95    

   その他 84 175 0.2 14 110 0.1

   経常利益  3,512 4.6 4,060 5.4



  

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅵ 特別利益     

   会員権売却益 4 4 0.0 13 13 0.0

Ⅶ 特別損失     

   固定資産除却損 ※４ 380 249    

   固定資産売却損 ※５ ― 23    

   会員権等評価損 15 ―    

   投資有価証券評価損 5 401 0.5 ― 273 0.4

   税引前当期純利益  3,115 4.1 3,801 5.0

   法人税、住民税 
   及び事業税 

2,029 1,224    

   法人税等調整額 △1,071 957 1.3 9 1,233 1.6

   当期純利益  2,158 2.8 2,567 3.4

   自己株式処分差損  51 39  

   前期繰越利益  980 900  

   中間配当額  322 485  

   当期未処分利益  2,765 2,943  



製造原価明細書 

  

(注) １ 他勘定振替高は研究開発費への振替が主なものであります。 

２ 原価計算の方法は製品別の標準原価計算によっており、原価差額については、期末に売上原価・製品・半製品及び仕掛品

で調整しております。 

  

   
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

Ⅰ 材料費     12,956 53.6 14,752 55.6 

Ⅱ 労務費     2,939 12.2 2,977 11.2 

Ⅲ 経費         

   外注加工費   3,558 3,164     

   減価償却費   1,491 1,366     

   その他   3,212 8,261 34.2 4,258 8,790 33.2 

   当期総製造費用     24,158 100.0 26,520 100.0 

   期首半製品・仕掛品 
   たな卸高 

    712 578   

合計 
  

  24,870 27,098   

   他勘定振替高     2,273 2,508   

   期末半製品・仕掛品 
   たな卸高 

    578 894   

   当期製品製造原価     22,018 23,696   



③ 【利益処分計算書】 

  

(注) 日付は株主総会承認年月日であります。 

  

  
前事業年度

(平成17年６月29日) 
当事業年度 

(平成18年６月29日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 当期未処分利益 2,765 2,943

Ⅱ 利益処分額  

   配当金 322 486  

   取締役賞与金 42 34  

   任意積立金  

    別途積立金 1,500 1,865 1,500 2,021

Ⅲ 次期繰越利益 900 922



重要な会計方針 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

 (1) 子会社株式 

   総平均法による原価法を採用しております。 

 (2) その他有価証券 

    時価のあるもの…決算日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原

価は総平均法により算定)を

採用しております。 

    時価のないもの…総平均法による原価法を採用

しております。 

 なお、投資事業有限責任組合及びそれに類す

る組合への出資(証券取引法第２条第２項によ

り有価証券とみなされるもの)については、組

合契約に規定される決算報告日に応じて入手可

能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純

額で取り込む方法によっております。 

    (表示方法の変更) 

 「証券取引法等の一部を改正する法律」(平

成16年法律第97号)が平成16年６月９日に公布

され、平成16年12月１日より適用となること及

び「金融商品会計に関する実務指針」(会計制

度委員会報告第14号)が平成17年２月15日付で

改正されたことに伴い、当事業年度から投資事

業有限責任組合及びそれに類する組合への出資

(証券取引法第２条第２項により有価証券とみ

なされるもの)を投資有価証券として表示する

方法に変更いたしました。 

    なお、当事業年度の投資有価証券に含まれる当

該出資の額は、874百万円であります。 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

 (1) 子会社株式 

同左 

 (2) その他有価証券 

    時価のあるもの…同左 

  

  

  

  

    時価のないもの…総平均法による原価法を採用

しております。 

  

  

  

  

  

  

     

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

     

２ デリバティブ 

  時価法を採用しております。 

２ デリバティブ 

同左 

３ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 製品、半製品、原材料、仕掛品 

   総平均法による原価法を採用しております。 

３ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 製品、半製品、原材料、仕掛品 

同左 

 (2) 貯蔵品 

   最終仕入原価法による原価法を採用しておりま

す。 

 (2) 貯蔵品 

同左 

４ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

   定率法(ただし、平成10年４月１日以降に取得し

た建物(附属設備を除く)については定額法)を採

用しております。 

   なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

    建物及び構築物     ７～50年 

    機械装置及び運搬具   ４～８年 

４ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

同左 

 (2) 無形固定資産 

   自社利用のソフトウェアについては、社内におけ

る利用可能期間(５年)に基づく定額法によってお

ります。 

 (2) 無形固定資産 

同左 

 (3) 長期前払費用 

   定額法を採用しております。 

 (3) 長期前払費用 

同左 

５ 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

  外貨建金銭債権債務は決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。 

５ 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

同左 



  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

６ 引当金の計上基準 
 (1) 貸倒引当金 
   売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債
権等特定の債権については個別に回収可能性を検
討し、回収不能見込額を計上しております。 

６ 引当金の計上基準
 (1) 貸倒引当金 

同左 

 (2) 賞与引当金 
   従業員賞与の支給にあてるため、支給見込額に基

づき計上しております。 

(2) 賞与引当金
同左 

 (3) 退職給付引当金 
   従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ
き計上しております。 

   数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均
残存勤務期間以内の一定の年数(５年)による定額
法により、翌事業年度から費用処理することとし
ています。 

   過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額法に
より費用処理することとしています。 

(3) 退職給付引当金
同左 

 (4) 役員退職慰労引当金 
   役員の退職慰労金の支給に備えるため、当社内規

に基づく期末要支給額を計上しております。 

(4) 役員退職慰労引当金
同左 

７ リース取引の処理方法 
  リース物件の所有権が借主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・リース取引については、
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ
っております。 

７ リース取引の処理方法
同左 

８ ヘッジ会計の方法 
 (1) ヘッジ会計の方法 
   繰延ヘッジ処理を採用しております。ただし、振

当処理の要件を満たしている通貨スワップについ
ては振当処理を、また特例処理の要件を満たして
いる金利スワップ取引については特例処理を、そ
れぞれ採用しております。 

８ ヘッジ会計の方法
 (1) ヘッジ会計の方法 

同左 
  

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 
   為替予約‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥外貨建売掛金 
   通貨スワップ及び金利スワップ‥‥外貨建変動金

利長期貸付金 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象
   為替予約‥‥‥‥外貨建売掛金 
   通貨スワップ‥‥外貨建長期貸付金 
   金利スワップ‥‥変動金利長期貸付金 

 (3) ヘッジ方針 
   当社は為替相場の変動リスクを回避する目的で、

外貨建売掛金について為替予約取引を、外貨建長
期貸付金について通貨スワップ取引を行っており
ます。また、金利変動リスクを回避する目的で、
変動金利長期貸付金について金利スワップ取引を
行っております。 

(3) ヘッジ方針
同左 

 (4) ヘッジ有効性評価の方法 
   ヘッジ手段及びヘッジ対象について中間期末及び

期末毎にヘッジ効果を検証しております。なお、
ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同
一である場合には、本検証を省略しております。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法
同左 

９ その他財務諸表作成のための重要な事項 ９ その他財務諸表作成のための重要な事項 
  消費税等の会計処理 
  消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によ
っております。 

 消費税等の会計処理
同左 



(会計処理の変更) 

  

表示方法の変更 

  

(追加情報) 

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

―――――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当事業年度より、「固定資産の減損に係る会計基準」

(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日)を適用しておりま

す。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

――――――  前事業年度まで営業外収益の「その他」に含めて表示

していた「為替差益」は、営業外収益の合計額の100分

の10を超えることとなったため当事業年度より区分掲記

することとしました。 

 なお、前事業年度における「為替差益」の金額は４百

万円であります。 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法律

第９号)が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当事業年度から「法人事業税にお

ける外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての

実務上の取扱い」(平成16年２月13日 企業会計基準委員

会 実務対応報告第12号)に従い法人事業税の付加価値割

及び資本割については、販売費及び一般管理費に計上し

ております。 

この結果、販売費及び一般管理費が65百万円増加し、

営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が、65百万円

減少しております。 

―――――― 



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

  

前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度
(平成18年３月31日) 

※１ このうち担保に供している資産の額(簿価) 

 建物 16百万円

 土地 10 

 合計 27 

※１ このうち担保に供している資産の額(簿価) 

 建物 16百万円

 土地 10 

 合計 26 

    上記に対応する借入金 

 一年内返済予定 

 の長期借入金 
3百万円

 長期借入金 21 

 合計 24 

    上記に対応する借入金 

 一年内返済予定 

 の長期借入金 
2百万円

 長期借入金 17 

 合計 19 

※２ 有形固定資産の 

   減価償却累計額 
26,690百万円

※２ 有形固定資産の 

   減価償却累計額 
25,109百万円

※３ 会社が発行する 

   株式の総数 
普通株式 270,000千株 

   発行済株式総数 普通株式 82,623千株 

※３ 会社が発行する 

   株式の総数 
普通株式 320,000千株 

   発行済株式総数 普通株式 82,623千株 

※４ 自己株式の保有数 

       普通株式 1,926千株 

※４ 自己株式の保有数 

       普通株式 1,498千株 

※５ 関係会社項目 

   区分掲記した以外で各科目に含まれている主なも

のは次のとおりであります。 

受取手形及び売掛金 8,032百万円

未収入金 2,357 

支払手形及び買掛金 5,949 

短期借入金 5,000 

一年内返済予定の 
長期借入金 

500 

※５ 関係会社項目 

   区分掲記した以外で各科目に含まれている主なも

のは次のとおりであります。 

   なお、上記以外の関係会社に対する負債の合計額

が負債及び資本の合計額の100分の１を超えてお

り、その金額は706百万円であります。 

受取手形及び売掛金 7,966百万円

支払手形 797 

買掛金 3,692 

短期借入金 3,000 

一年内返済予定の
長期借入金 

900 

 ６ 偶発債務 

   従業員の住宅資金借入に対する保証債務 

54百万円 

 ６ 偶発債務 

   従業員の住宅資金借入に対する保証債務 

45百万円 
 ７ 配当制限 

   商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は239百

万円であります。 

 ７ 配当制限 

   商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は493百

万円であります。 



(損益計算書関係) 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 関係会社項目 

   関係会社との取引に係るもののうち主なものは次

のとおりであります。 

売上高 24,174百万円

製品仕入高 27,119 

受取利息 80 

受取配当金 394 

支払利息 42 

※１ 関係会社項目 

   関係会社との取引に係るもののうち主なものは次

のとおりであります。 

売上高 27,559百万円

製品仕入高 37,001 

受取利息 79 

受取配当金 535 

支払利息 58 

※２ 他勘定振替高は、販売費(無償サンプル等)への振

替が主なものであります。 

※２ 他勘定振替高は、販売費(無償サンプル等)への振

替が主なものであります。 

※３ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、2,197百万円であります。 

※３ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、2,420百万円であります。 

※４ 固定資産除却損の内訳は下記のとおりでありま

す。 

建物 20百万円

構築物 0 

機械及び装置 283 

車輌及び運搬具 0 

工具器具及び備品 75 

合計 380 

※４ 固定資産除却損の内訳は下記のとおりでありま

す。 

建物 94百万円

構築物 5 

機械及び装置 108 

工具器具及び備品 41 

合計 249 

※５        ―――――― ※５ 固定資産売却損の内訳は下記のとおりでありま

す。 

機械及び装置 0百万円

土地 22 

合計 23 



(リース取引関係) 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

   なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低

いため、「支払利子込み法」により算定しており

ます。 

  取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

有形 
固定資産 
「工具器具 
 及び備品」 

31 17 13

無形 
固定資産 
「ソフト 
   ウェア」 

72 34 38

合計 103 51 51

   なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低

いため、「支払利子込み法」により算定しており

ます。 

取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

有形
固定資産 
「工具器具 
 及び備品」

26 21 4

無形
固定資産 
「ソフト 
   ウェア」

72 58 14

合計 98 80 18

②未経過リース料期末残高相当額 

   なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、「支払利子込み法」によ

り算定しております。 

 １年内 32百万円

 １年超 18 

 合計 51 

②未経過リース料期末残高相当額 

   なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、「支払利子込み法」によ

り算定しております。 

１年内 18百万円

１年超 ― 

合計 18 

③支払リース料及び減価償却費相当額 

 支払リース料 33百万円

 減価償却費相当額 33 

③支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 32百万円

減価償却費相当額 32 

④減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

④減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

 １年内 44百万円

 １年超 0 

 合計 45 

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年内 0百万円

１年超 ― 

合計 0 



(有価証券関係) 

前事業年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日)及び当事業年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31

日)における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

(税効果会計関係) 

  

  

前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度
(平成18年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  (繰延税金資産)   

    システム導入費用 708百万円

    賞与引当金 444 

    会員権等評価損 244 

    貸倒引当金 203 

    役員退職慰労引当金 134 

    退職給付引当金 98 

    投資有価証券評価損 83 

    賞与法定福利費 54 

    その他 316 

    繰延税金資産合計 2,289 

    

  (繰延税金負債)   

    その他有価証券評価差額金 △162 

    繰延税金資産の純額 2,127 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  

  (繰延税金資産)   

    システム導入費用 648百万円

    賞与引当金 468 

    補修工事費用 206 

    貸倒引当金 192 

    退職給付引当金 183 

    投資有価証券等評価損 121 

    役員退職慰労引当金 93 

    その他 365 

    繰延税金資産合計 2,279 

    

  (繰延税金負債)   

    その他有価証券評価差額金 △334 

    繰延税金資産の純額 1,945 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

  

  法定実効税率 40.4％

   (調整)   

  交際費等永久に損金に 
  算入されない項目 

2.1 

  試験研究費税額控除 △3.9 

  外国税額控除 △4.5 

  在外支店に係る税率差異 △7.7 

  その他 4.3 

  税効果会計適用後の法人税等の
  負担率 

30.7 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

  法定実効税率 40.4％

   (調整)   

 交際費等永久に損金に
  算入されない項目 

2.4 

  試験研究費税額控除 △3.4 

  外国税額控除 △4.6 

  在外支店に係る税率差異 △4.1 

  その他 1.8 

 税効果会計適用後の法人税等の
  負担率 

32.5 



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 484円95銭 １株当たり純資産額 509円25銭

１株当たり当期純利益金額 26円24銭 １株当たり当期純利益金額 31円32銭

潜在株式調整後１株当たり 
当期純利益金額 

26円16銭
潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額 

31円10銭

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額  

 当期純利益(百万円) 2,158 2,567

 普通株主に帰属しない金額(百万円) 42 34

 (うち利益処分による役員賞与金(百万円)) (42) (34)

 普通株式に係る当期純利益(百万円) 2,116 2,532

 普通株式の期中平均株式数(千株) 80,656 80,881

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額  

 当期純利益調整額(百万円) ― ― 

 普通株式増加数(千株) 235 565

 (うちストックオプション(千株)) (235) (565)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要 

平成12年６月29日定時株主総会

決議ストックオプション 

(自己株式方式) 

目的となる
普通株式の数 

545千株

― 



(重要な後発事象) 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(海外支店の営業譲渡について) 

平成17年４月27日開催の当社取締役会において、シンガ

ポール支店及び香港支店についてその営業を引き継ぐべ

く100％保有の現地法人を設立し、各支店の営業を現物

出資により新会社に引き継がせることを決議いたしまし

た。 

なお平成17年６月29日開催の定時株主総会の承認等を受

け、平成18年１月１日に営業譲渡及び現物出資する予定

であります。 

―――――― 

１ 営業譲渡の目的 

  当社では、これまで、シンガポールと香港に海外支

店を置き、当該地域の営業活動を行ってまいりまし

たが、企業集団として、連結利益の一層の向上、市

場対応力の強化及び業務効率の向上など、より強固

なグローバル体制を構築するため、シンガポールと

香港の海外支店を現地法人化することとしました。 

  

２ 譲受会社の概要(設立準備中) 

  下記の譲受会社の概要は、現時点での予定であり、

変更の可能性があります。 

 (1) Shin-Etsu Polymer Singapore Pte. Ltd. (仮称) 

 (2) Shin-Etsu Polymer Hong Kong Co.,Ltd. (仮称) 

  ① 本店所在地： 4 Shenton way, #10-02 SGX  

Centre 2, Singapore (予定) 

  ② 設立   ： 株主総会終了後譲渡日までの別

に定める日 

  ③ 資本の額 ： 現物出資額に相当するシンガポ

ールドル 

  ④ 株主   ： 当社100％ 

  ⑤ 事業目的 ： ・電子・機能部材、包装資材及

び建設資材の購入・販売・製

造及び輸出入並びに原材料の

購入・販売及び輸出入 

  ・その他付帯する事業 

  ① 本店所在地： Suite 1602, 16/F, Tower 6,  

China Hong Kong City,33  

Canton Road, Tsim Sha Tsui, 

Kowloon, Hong Kong (予定) 

  ② 設立   ： 株主総会終了後譲渡日までの別

に定める日 

  ③ 資本の額 ： 現物出資額に相当する香港ドル

  ④ 株主   ： 当社100％ 

  ⑤ 事業目的 ： ・電子・機能部材、包装資材及

び建設資材の購入・販売・製

造及び輸出入並びに原材料の

購入・販売及び輸出入 

  ・その他付帯する事業 



  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

３ 譲渡する営業の最近事業年度(平成16年４月１日か

ら平成17年３月31日まで)における経営成績 

 (1) シンガポール支店 

  
シンガポール
支店(A) 

当社平成17年
３月期実績
(B) 

比率(A/B)

売上高 17,387百万円76,443百万円 22.7％

営業利益 2,426百万円 5,030百万円 48.2％

 (2) 香港支店 

(注) 平成17年３月期の実績営業利益は、当期

に実施しました生産、販売、購買その他

各分野での業務改革を推進するための経

営構造改革プロジェクト費用を控除する

前の数値であります。 

  香港支店(A) 
当社平成17年
３月期実績
(B) 

比率(A/B)

売上高 4,074百万円76,443百万円 5.3％

営業利益 599百万円 5,030百万円 11.9％
  

４ 譲渡予定財産 

 (1) Shin-Etsu Polymer Singapore Pte. Ltd. (仮称) 

   譲渡財産は、平成17年12月31日現在のシンガポー

ル支店に属する下記のたな卸資産及び固定資産と

し、その細目については、協議のうえ決定いたし

ます。なお、譲渡予定の対象財産の平成17年３月

31日現在の帳簿価額は、次のとおりであります。 

項目 金額 

たな卸資産 80百万円 

固定資産   

 有形固定資産 11百万円 

 無形固定資産 ―百万円 

 投資その他の資産 3百万円 



  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 (2) Shin-Etsu Polymer Hong Kong Co.,Ltd. (仮称)
   譲渡財産は、平成17年12月31日現在の香港支店に

属する下記のたな卸資産及び固定資産とし、その

細目については、協議のうえ決定いたします。な

お、譲渡予定の対象財産の平成17年３月31日現在

の帳簿価額は、次のとおりであります。 

項目 金額 

たな卸資産 88百万円 

固定資産   

 有形固定資産 76百万円 

 無形固定資産 4百万円 

 投資その他の資産 10百万円 

  

  
  



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円) 

投 
資 
有 
価 
証 
券 

そ 
の 
他 
有 
価 
証 
券 

㈱三菱UFJフィナンシャル・ 
グループ 

137 247 

カシオ計算機㈱ 88,000 184 

シャープ㈱ 71,960 150 

三井物産㈱ 68,900 117 

㈱高速 94,600 79 

㈱みずほフィナンシャル 
グループ 

60 58 

中央化学㈱ 43,000 57 

㈱八十二銀行 60,565 57 

みずほ信託銀行㈱ 125,500 47 

㈱武蔵野銀行 6,141 41 

日機装㈱他29銘柄 510,508 352 

計 1,069,373 1,394 



【有形固定資産等明細表】 

  

(注) １ 当期増減額の主なものは次のとおりであります。 

２ 無形固定資産の金額が資産総額の１％以下であるため、「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少額」の記載を省

略しております。 
  

資産の種類 
前期末残高
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

当期末減価
償却累計額 
又は償却 
累計額 
(百万円) 

当期償却額 
(百万円) 

差引当期末
残高 
(百万円) 

有形固定資産       

 建物 11,348 454 512 11,289 7,147 387 4,141

 構築物 1,317 12 45 1,285 1,042 28 243

 機械及び装置 16,311 1,403 1,976 15,739 12,809 618 2,929

 車輌及び運搬具 194 32 37 189 152 15 37

 工具器具及び備品 5,091 539 857 4,773 3,957 428 816

 土地 1,776 3,914 137 5,552 ― ― 5,552

 建設仮勘定 384 6,298 6,357 325 ― ― 325

有形固定資産計 36,424 12,655 9,924 39,155 25,109 1,478 14,046

無形固定資産       

 ソフトウェア ― ― ― 180 82 41 98

 その他 ― ― ― 10 ― ― 10

無形固定資産計 ― ― ― 191 82 41 108

長期前払費用 67 163 26 205 61 52 143

繰延資産       

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

(1) 機械及び装置の増加  百万円 

   電子・機能部材製造設備 1,110  

   包装資材製造設備 139  

   建設資材製造設備 84  

(2) 土地の増加   百万円 

   東京工場 3,914  

(3) 建設仮勘定の増加    

   電子・機能部材製造設備 1,386百万円 

   包装資材製造設備 196  

   建設資材製造設備 238  

   土地 3,914  

(4) 機械及び装置の減少  百万円 

   電子・機能部材製造設備 1,148  

   包装資材製造設備 647  

   建設資材製造設備 152  

(5) 工具器具及び備品の減少    

   電子・機能部材製造設備 426百万円 

   包装資材製造設備 251  

   全社・共通 130  



【資本金等明細表】 

  

(注) １ 当期末における自己株式数は1,498,996株であります。 

２ 当期増加額は前期決算の利益処分によるものであります。 

  

【引当金明細表】 

  

(注) 貸倒引当金の「当期減少額(その他)」欄の金額は、洗い替えによる取崩額であります。 

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金(百万円) 11,635 ― ― 11,635

資本金のうち 
既発行株式 

普通株式(注)１ (株) (82,623,376) (―) (―) (82,623,376)

普通株式 (百万円) 11,635 ― ― 11,635

計 (株) (82,623,376) (―) (―) (82,623,376)

計 (百万円) 11,635 ― ― 11,635

資本準備金及び 
その他 
資本剰余金 

資本準備金     

 株式払込剰余金 (百万円) 10,469 ― ― 10,469

計 (百万円) 10,469 ― ― 10,469

利益準備金及び 
任意積立金 

利益準備金 (百万円) 1,019 ― ― 1,019

任意積立金(注)２     

 別途積立金 (百万円) 14,230 1,500 ― 15,730

計 (百万円) 15,249 1,500 ― 16,749

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額
(百万円) 

当期減少額
(目的使用) 
(百万円) 

当期減少額
(その他) 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

貸倒引当金 240 266 ― 240 266

賞与引当金 1,100 1,160 1,100 ― 1,160

役員退職慰労引当金 334 55 158 ― 230



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

(1) 資産の部 

① 現金及び預金 

  

  

② 受取手形 

イ 相手先別内訳 

  

  

ロ 期日別内訳 

  

  

区分 金額(百万円)

現金 4 

預金   

当座預金 6,356 

普通預金 3,678 

通知預金 326 

定期預金 2,308 

その他 3 

小計 12,672 

合計 12,677 

相手先 金額(百万円)

中央化学商事㈱   748 

渡辺パイプ㈱   319 

㈱小泉   183 

㈱川本第一製作所   166 

PIAA㈱   154 

その他 2,824 

合計 4,397 

期日 
平成18年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 合計 

金額(百万円) 1,479 1,169 1,032 608 108 4,397 



③ 売掛金 

イ 相手先別内訳 
  

  

  

ロ 売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 
  

(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記の金額には消費税等が含まれております。 

  

④ たな卸資産 
  

  

相手先 金額(百万円)

信越ファインテック㈱   3,928 

信越半導体㈱   1,730 

三菱商事㈱   1,180 

Shin－Etsu Polymer America, Inc.   929 

蘇州信越聚合有限公司   850 

その他 7,833 

計 16,453 

前期繰越高 
(百万円) 
  
(Ａ) 

当期発生高 
(百万円) 
  
(Ｂ) 

当期回収高 
(百万円) 
  
(Ｃ) 

次期繰越高
(百万円) 
  
(Ｄ) 

回収率(％)
  

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日) 
  (Ａ)＋(Ｄ)   
  ２   
  (Ｂ)   
  365   

20,053 99,459 103,059 16,453 86.2 67.0

科目 内訳 金額(百万円) 

製品 

電子・機能部材 517 

包装資材 1,130 

建設資材 1,334 

計 2,983 

半製品 

電子・機能部材 255 

包装資材 55 

建設資材 ― 

計 311 

原材料 

合成樹脂 200 

添加剤 88 

その他 478 

計 768 

仕掛品 

電子・機能部材 580 

包装資材 2 

建設資材 0 

計 583 

貯蔵品 包装材料他 21 

合計   4,667 



⑤ 関係会社株式 
  

  

銘柄 金額(百万円)

Shin－Etsu Polymer(Malaysia)Sdn.Bhd.   1,862 

Shin－Etsu Polymer America,Inc.   878 

P.T.Shin－Etsu Polymer Indonesia   595 

Shin－Etsu Polymer Europe B.V.   547 

Shin－Etsu Polymer Singapore Pte.Ltd.   473 

その他 554 

合計 4,912 



(2) 負債の部 

① 支払手形 

イ 相手先別内訳 
  

  

  

ロ 期日別内訳 
  

  

② 買掛金 
  

(注) みずほファクター㈱及び㈱八十二銀行は、ファクタリングによるものであります。 

  

相手先 金額(百万円)

しなのポリマー㈱   413 

㈱太洋工作所   358 

東洋加工㈱   241 

浦和ポリマー㈱   229 

日本電産ニッシン㈱   188 

その他 2,231 

合計 3,663 

期日 
平成18年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 合計 

金額(百万円) 937 916 865 933 10 3,663 

相手先 金額(百万円)

みずほファクター㈱   2,068 

信越化学工業㈱   2,014 

㈱八十二銀行   654 

三菱樹脂㈱   588 

しなのポリマー㈱   497 

その他 4,812 

合計 10,636 



(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

(注) １ 平成17年10月25日開催の取締役会決議により、単元株式数を1,000株から100株に変更しております。なお、実施日は平成

18年１月４日であります。 

２ 平成18年６月29日開催の定時株主総会において、定款の一部変更を決議し、公告方法を日本経済新聞への掲載から電子公

告に変更しております。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることができない場合

は、日本経済新聞に掲載して行うこととしております。 

なお、電子公告は当社ホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりであります。 

http://www.shinpoly.co.jp/ 

  

決算期 ３月31日

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日

株券の種類 100株券、1,000株券、10,000株券及び100株未満の株数を表示した株券 

中間配当基準日 ９月30日

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え   

  取扱場所 東京都中央区八重洲一丁目２番１号 みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部 

  株主名簿管理人 東京都中央区八重洲一丁目２番１号 みずほ信託銀行株式会社

  取次所 
みずほ信託銀行株式会社 全国各支店
みずほインベスターズ証券株式会社 本店及び全国各支店 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 １枚につき200円 

単元未満株式の買取り・
買増し 

  

  取扱場所 東京都中央区八重洲一丁目２番１号 みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部 

  株主名簿管理人 東京都中央区八重洲一丁目２番１号 みずほ信託銀行株式会社

  取次所 
みずほ信託銀行株式会社 全国各支店
みずほインベスターズ証券株式会社 本店及び全国各支店 

  買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 当会社の公告は、日本経済新聞に掲載して行う。

株主に対する特典 なし 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社の親会社等である信越化学工業株式会社は、継続開示会社であります。 

 上場証券取引所‥‥東京・大阪・名古屋 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

  

  

(1) 
  

有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第45期) 

自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日

  
平成17年６月29日 
関東財務局長に提出。 

            

(2)  半期報告書 (第46期中) 
自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日

  
平成17年12月22日 
関東財務局長に提出。 

(3)  
  

臨時報告書 
  

  
企業内容等の開示に関する内閣府令
第19条第２項第８号に基づく臨時報
告書であります。 

  
平成17年４月27日 
関東財務局長に提出。 

            

(4) 
  

有価証券届出書 
及びその添付書類 

新株予約権証券   平成17年７月22日 
関東財務局長に提出。 

            

(5) 
  

有価証券届出書 
の訂正届出書 

(4)の有価証券届出書及びその添付
書類に係る訂正届出書であります。

  平成17年８月１日 
関東財務局長に提出。 

            

(6) 
  
  
  
  

自己株券買付 
状況報告書 
  
  
  

    平成17年４月６日 
平成17年５月６日 
平成17年６月６日 
平成17年７月５日 
関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  

  



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成17年６月29日

信越ポリマー株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている信越ポ

リマー株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対

照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、信

越ポリマー株式会社及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

監査法人 原会計事務所 

代表社員 
業務執行社員 

公認会計士  利  穂  忠  一  ㊞ 

業務執行社員 公認会計士  横  田  純  二  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成18年６月29日

信越ポリマー株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている信越ポ

リマー株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対

照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、信

越ポリマー株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

監査法人 原会計事務所 

代表社員 
業務執行社員 

公認会計士  利  穂  忠  一  ㊞ 

業務執行社員 公認会計士  横  田  純  二  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成17年６月29日

信越ポリマー株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている信越ポ

リマー株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第45期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、信越ポ

リマー株式会社の平成17年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成17年４月27日開催の取締役会においてシンガポール支店及び

香港支店を会社が100％出資の現地法人化することとし、平成18年１月１日をもって当該現地法人へ現物出資による営業

の一部譲渡を行う旨の決議を行い、平成17年６月29日開催の定時株主総会において承認を得た。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

監査法人 原会計事務所 

代表社員 
業務執行社員 

公認会計士  利  穂  忠  一  ㊞ 

業務執行社員 公認会計士  横  田  純  二  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成18年６月29日

信越ポリマー株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている信越ポ

リマー株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第46期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、信越ポ

リマー株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

監査法人 原会計事務所 

代表社員 
業務執行社員 

公認会計士  利  穂  忠  一  ㊞ 

業務執行社員 公認会計士  横  田  純  二  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 
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